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津波や高潮、 洪水等から小型タンク内の危険物の流出を防ぐ

「浸感弁」
水圧を感知して自動で弁を閉止 • 電源不要

現在、小型の屋外貯蔵タンクの元弁は「手動式でも良い」とされています
津波警報下で弁の閉止を手動で安全に実行することは非常に困難です

▶浸感弁の設置により津波警報時に弁の閉止を気にせず素早い避難が可能に！

■ 津波 の水圧を検知して自動で確実に閉まる
■ 電気を使わずに作動するため着火源とならない
■ 葉やビニール片、泥などが混じる汚水でも確実に動作
■ シンプルな機械構造のため、故障が少ない
■ 万ーの誤作動の際でも顧客の操作で簡単に復旧可能

特

　
　
　長

地方自治体　漁業協同組合　農業協同組合、油槽所　

各種プラントを所有する皆さまに新提案

東電設計は設備の防災対策について、 皆さまとともに知恵を絞って取り組んでまいります

営業本部

☎ 03-6372-5391
HP からの
お問い合わせは
こちらから
お願いします ▶

東電設計様版下（最終版）.indd   1東電設計様版下（最終版）.indd   1 2024/12/18   17:59:182024/12/18   17:59:18



TDAP®ⅢおよびFDAP®Ⅲは、大成建設株式会社と（株）アーク情報システムが共同で開発した製品です。

3次元非線形時刻歴応答解析プログラムTDAPⅢ、および3次元等価線形解析プログラムFDAPⅢにおいて、

MPIによる大規模並列計算が可能な「TDAPⅢ Cluster Edition」、「FDAPⅢ Cluster Edition」を販売開始いたします。

解析技術は一歩先の次元へ

〒102-0076　東京都千代田区五番町4-2 東プレビル
TEL：03-3234-9232
E-mail： tdap@ark-info-sys.co.jp アークTDAP3詳細はHPへ

https://www.ark-info-sys.co.jp/

受託解析、受託開発もご相談下さい

より大きなモデルを
より速く計算可能に

これまで解くことができなかった大規模
な3次元モデルの解析が可能となるだけ
でなく、計算時間も大幅に短縮できます。

既存の機能や入力データも
そのまま利用可能

累計1,200ライセンス以上の導入実績の
あるTDAPⅢ。既存のTDAPⅢ・FDAPⅢの
機能※や入力データもそのまま利用でき
ます。

※一部機能の制約あり

MPIを使った
大規模並列計算が可能に

MPI※による並列処理に対応。複数の
計算機を用いて、大規模な3次元解析が
できるようになりました。

※Message Passing Interface（並列コンピュー
ティング利用のための標準化された規格）

point 2 point 3point 1

Next Dimension

TDAP  Cluster Edition / FDAP  Cluster Edition
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設計用入力地震動作成サービス
地震環境調査から地震動の作成、性能評価の対応までをトータルサポート。

設計用入力地震動作成システム
地震環境調査から浅部地盤の増幅評価まで、入力地震動をスムーズに作成可能なソフトウェア。

地震動を専門とする技術者×自社開発プログラム×幅広い実績
構造計画研究所だからできる、設計用入力地震動作成ソリューション

設計用入力地震動
作成システムHPはこちら

SeleS
地震荷重設定

建設地点における地震環境を評価
(建設地点に影響の大きい震源断層の絞り込み等)
任意の震源断層モデルから応答スペクトルを作成

ARTEQ
模擬地震波作成

応答スペクトルから地震波形を作成

k-SHAKE+
成層地盤地震応答解析

浅部地盤の増幅特性を考慮した地震波形を作成

ARTEQ-LP
長周期地震動作成

国交省の長周期通知に基づいた
長周期地震動を作成

k-WAVE
波形処理

作成波や観測波などの波形データ処理

設計用入力地震動
作成サービスHPはこちら

強み1
豊富な実績

一般建築から重要インフラ
施設を対象に

過去15年間で400件以上

強み2
柔軟な対応

強み3
充実のアフターサービス
設計変更に伴う軽微な地震動の
修正や評定での質疑対応に
ついて柔軟に対応

情報収集と設定

・地震環境の調査
・断層パラメータ
・地盤モデル

模擬地震動の作成

・告示波
・サイト波
      翠川・小林手法、ハイブリッド法など

地盤の地震応答解析

・等価線形解析（SHAKE）
・時刻歴非線形解析
・液状化を考慮した解析

性能評価（評定）対応のサポート

・資料の作成 ・委員会への同席 ・質疑対応

地震動作成に必要な地盤調査項目提案、構造物の動解・設計業務全般にも対応致します

地震環境の調査例

初期検討用～性能評価対応
の地震動まで目的に合わせた

地震動を提供

３次元差分法による計算例 地盤の地震応答解析例

株式会社構造計画研究所 エンジニアリング営業 1, 2部
〒164-0011 東京都中野区中央1-38-1 住友中野坂上ビル10F TEL：(03)5342-1136
E-mail：kaiseki@kke.co.jp ホームページ : https://kaiseki-kke.jp/

※この広告の記載内容は2025年1月現在のものです。   ※本製品・サービスの内容の条件は、改善のために予告無く変更することがあります。
※構造計画研究所、構造計画研究所ロゴは、株式会社構造計画研究所の登録商標です。   ※記載されている会社名や製品名は、各社の商標または登録商標です。

https://www.kke.co.jp

https://www.kke.co.jp
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数値解析と設計施工の架け橋になる。 
～全ての人々が安心して暮らせる豊かで安全な国土、社会基盤の整備に貢献します～ 

株株式式会会社社ククレレアアテテッックク    TEL: 03-6268-9108 FAX: 03-6268-9109  

〒101-0065 東京都千代田区西神田 2-5-8 共和 15 番館 6 階 

HP: https://createc-jp.com 

主な業務内容 

土木と建設の現場を知っているから出来るリアルな数値解析で安全
な社会基盤を提案し続けます。 

株式会社クレアテックは、最先端のシミュレーション技術と
的確な工学的判断によって、社会基盤整備のトータルソリュ
ーションを提供する会社です。 

・プッシュオーバー解析   ・構造物の静的及び動的非線形解析 
・3 次元骨組み解析      ・地盤・構造物連成解析 
・地震応答解析       ・近接施工影響解析 
・圧密（粘弾塑性）解析     ・斜面安定解析 
・浸透流解析            ・液状化（有効応力）解析 
・各種土木構造物の耐震診断 ・工法検討等 



地すべり・液状化抑制 レジェンドパイプ工法
地すべりや液状化現象を抑制するためには地下水位を下げることが最も効果的です。レジェン
ドパイプ工法は高性能な集排水管と推進工法の組み合わせにより、深いところへスピーディに
集排水管を設置し効率的に地下水位を下げ、地すべりおよび液状化現象を抑制することができ
る新しい工法です。

レジェンドパイプ工法協会
事務局 〒432-8001 静岡県浜松市西区西山町1831-4アサヒエンジニアリング㈱内
TEL.053-485-2050 FAX.053-485-2052 E-mail:legend@ash-eg.co.jp URL.http://www.legend-pipe.jp

MPDパイプ（310型）素材：ポリプロピレン製
樹脂製有孔管に比べ空隙率が大きく集水性能に優れています。点で集
水する有孔管に比べ面で集水する為、フィルター部の目詰まり現象が
起きにくく、洗浄によるメンテナンスも容易です。

泥水方式掘進機
礫用面板もあり様々な土質に対応できます。また、リターン機は掘進
機を発進立坑まで引き戻すことができるので到達立坑が不要です。

in Okinawa

年次⼤会2025
⽇本地震⼯学会

日本地震工学会　大会

2025年 12月9日(火),10日(水)
沖縄県市町村自治会館（沖縄県那覇市）

詳細はQRコードより
ご確認いただけます。

公益社団法⼈

日本地震工学会  年次大会2025
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巻頭言

2025年5月21日 に 開 催
されました第13回社員総
会において、高田毅士前
会長の後を引き継いで新
会長に選出されました。
これから2年間、会員の
皆様と共に日本地震工学
会を一層発展させるため
に努力していく所存です。
何卒、よろしくお願い申

し上げます。
日本地震工学会は、2001年に設立されました、まだ

新しいといえる学会です。その設立当初から、伝統の
ある地震防災関連の学会の枠を超えた横断的な議論の
場を提供し、地震災害の軽減に寄与することを大きな
目的のひとつとして発展してきました。設立当時、私
自身も地震学と耐震工学の境界の中堅研究者としてそ
の後に広がる地震工学分野の新しい未来を思い浮かべ、
日本地震工学会に大いなる期待を持ちました。それか
ら20年以上が過ぎ、地震および地震防災に関係する分
野から多くの皆様が本学会の活動・運営に参加し、大
会、日本地震工学シンポジム、世界地震工学会議な
どの重要な行事を主催し、成功裏に実施してきました。
こうした活動を通じて、それぞれの会員の皆様も主と
する学会内にはない多分野交流の幅を拡張していただ
けたと思います。今後も引き続き本学会の分野横断的
な役割を盤石なものにするための活動を継続していき
ます。

日本地震工学会の主目的のひとつに、地震防災のた
めの国際貢献があります。我が国の地震工学分野の研
究者、技術者は、開発途上国の地震防災に長年寄与し
ています。また、そうした国からの留学生や研修生も
多く受け入れ、人材育成にも貢献してきました。とく
に、東南アジアおよび西太平洋地域の開発途上国から
の期待は大きく、今後もさらなる協力が必要とされて
います。防災技術に基づく国際的な技術支援や防災教
育は、我が国が最も得意とする国際貢献であり、防災
技術とそれを支える人材資源が我が国の科学技術外交
の重要なカードになると考えられます。本学会では、
高田前会長や清野元会長を始めとした歴代の会長の

リーダーシップによって、海外の関連学会との交流も
盛んになってきています。今後も国際的な地震工学分
野の交流活性化のために具体的な協働や交流事業を企
画、実施していく段階へと発展させて、我が国の地震
工学、ひいては日本のプレゼンスの向上に努めます。

国際貢献と同じく日本の社会への貢献も本学会の重
要な使命です。本学会には、関連各学会と共同して理
学と工学と含む幅広い連携を通じた社会貢献が求めら
れています。大規模な地震災害はもとより、被害の少
ない地震についての情報も本学会から発信し、日本を
代表する地震災害の情報発信拠点となるように活動を
継続していくことが大事です。さらに、研究者、技術
者だけでなく、市民に向けてのわかりやすい情報発信
も行っていく必要があると考えます。

日本地震工学会は、来年度に設立から四半世紀を迎
えようとしています。設立時から学会運営の改善は常
に行われていますが、最近、様々な問題が顕在化して
おります。2023年10月には、将来構想委員会より「日
本地震工学会の将来に向けた提案」と題した報告書が
提出され、本学会の現状の課題や問題点の整理とその
対応案が示されています。本学会だけではありません
が、会員数の減少は避けて通れない問題です。この問
題は、学会の多くの活動に影響を及ぼします。とくに、
本学会の経済状況への影響は大きく、その対応は喫緊
の課題となっており、本学会には待ったなしの改革が
本学会の運営には求められています。上記の報告書を
参考にしつつ、将来の学会規模に応じて発展させる活
動と縮小させる活動をしっかりと分けて、理事の皆様
と一緒になってメリハリのきいた学会運営をしていく
所存です。

今後も地震防災に関する多様な分野のシニア、中堅、
若手の研究者、技術者、さらには学生が世代と分野を
超えて活発に議論できる場を日本地震工学会が提供し
続けるために、次の四半世紀に向けた日本地震工学会
の進むべき持続可能な学会運営を始める2年間とすべ
く努力いたします。よろしくご協力、ご支援をお願い
いたします。

新会長挨拶

山中　浩明
●東京科学大学環境・社会理工学院 教授
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1. はじめに
データサイエンスは、従来の統計学や情報学、計算

科学などの知見を統合したアプローチによって、デー
タから有意義な情報や洞察を導く学術分野である。従
来の科学的枠組みと比較した際のデータサイエンスの
特徴は、課題解決に必要な手段を経験則や演繹に基づ
いて設計するのではなく、データの有する情報を基に
自動的に構築する点にある（図1）。データ駆動と称さ
れるこのようなデータサイエンスのプロセスは、社会
におけるビッグデータの整備とも相まって近年に大き
な成功を収め、科学一般の新しいパラダイムを拓く枠
組みとして様々な分野において課題解決の可能性を拡
げている1)。

柔軟かつ高速なデータ解析の手段を提供するデータ
サイエンスからは地震工学も大きな恩恵を受けており、
今後も同様の動向が続くことが予想される。本稿では、
地震工学におけるこれまでのデータサイエンス活用の
成果を概観した後、特に発展の著しいデータサイエン
ス上の最近の潮流と地震工学分野との関わり、および
今後の方向性について考察する。

2. 地震工学におけるデータサイエンスの応用
2.1 計測データの解析

近年におけるデータサイエンスの発展は画像認識に
おける機械学習手法の成功に端を発しており、地震工
学分野でも画像や時系列データなどの計測データの解
析への応用が早い段階から検討されている。例として、
画像認識手法は衛星画像2)や現地写真3)からの建物被害
把握などへ、時系列データ処理手法は地震波形データ
からのフェーズ識別4)や緊急警報の発令5)などへ，既存
のタスクの処理精度を飛躍的に向上させる形で応用さ
れており、更なる研究の発展や今後の社会への活用が
予想される。

こうした計測データの解析に際しては、特に大地震
に関連するデータが本質的に少ないことに起因して、
必要なデータ量が確保できずデータサイエンス手法
が十分に機能しない懸念もあった6)が、現在は各種の
オープンデータの整備例えば7)や後述する基盤モデルの
活用によって徐々に解決されている傾向にある。また、
災害や事故といった計測機会の少ない事象のデータを
数値シミュレーションによって仮想的に生成してデー
タサイエンス手法の教師データに用いる、シミュレー

特集：地震工学とデータサイエンスの融合

図1　従来の科学的枠組みとデータサイエンス

(a)従来の科学的枠組みによる課題解決プロセス（モデル駆動）

(b)データサイエンスによる課題解決プロセス（データ駆動）

地震工学×データサイエンスの現在

宮本　崇
●東京科学大学 准教授
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ション学習と称されるアプローチは、地震工学におい
てもデータの不足を補完する有効な手段であると共に、
科学計算技術の新たな利用法といえる例えば8)。
2.2 自然科学的対象の解析

地震波動伝播、津波伝播、構造物振動といった物理
現象の高速・高性能なシミュレーション技術や、シミュ
レーションに必要な震源過程や地盤構造などの物理量
の推定技術の開発は、現在も地震工学の主要なテーマ
の1つと言えるが、データサイエンスはこのような現象
のシミュレーションや物理量の推定といった自然科学
的対象の解析の場面でも効果を発揮している。例とし
て、物理シミュレーションの入出力関係をデータ駆動
モデルに学習させ、学習後のモデルによってシミュ
レーションの著しい高速化を実現しようとするサロ
ゲートモデル9)の考え方は、地盤情報などの不確実性
を反映した多数回の計算10)や、大規模な空間領域の高
速なシミュレーション11)といった地震工学上のシミュ
レーション活用場面とも親和性が高く、リスク評価お
よびリアルタイム被害予測などの性能革新に繋がるこ
とが期待される。また、物理量の推定の文脈では、例
として地表での地震動観測データから地下構造を推定
するインバージョンの求解において生成モデルを含む
様々なニューラルネットワークの活用が模索されてい
る12)。他分野では、ニューラルネットワークを用いる
ことで通常の手法では解くことの難しいill-posedな設
定の逆問題の求解に成功している事例もあり13)、地震
工学においてもデータサイエンス手法を活用したイノ
ベーションの達成が待たれる。

こうした自然科学的対象の解析に際しては、ブラッ
クボックス的なデータ駆動モデルを用いることの是非
や出力結果の信頼性が議論されるが、データ駆動モデ
ルの出力に物理的な拘束を課すPhysics-Informed Neural 
Networks14)（PINNs）などの手法によって解決の兆しが
見えてきている。PINNsに代表される、データサイエ
ンス手法と従来の自然科学的枠組みの連携・統合手法
に関する研究は、後述する科学技術機械学習と称され
る研究領域を形成しており、地震工学を含む自然科学
へのますますの活用が期待される。

3. データサイエンスの最近の潮流と地震工学
3.1 基盤モデル

データサイエンス分野における直近の重要な潮流と
して、基盤モデルの台頭が挙げられる。基盤モデルと
は、極めて大規模なデータを学習することによって
様々なタスクへの適用が可能となったデータ駆動モデ
ルであり、例としてChatGPTに代表される大規模言語

モデルの成功は広く知られている。現在の基盤モデル
は、言語や画像といった単一のデータでなく多種の
データを同時に学習・処理し、様々なタスクへ適応す
る汎用的性能を有しており（図2：同図もまたChatGPT

によって生成）、このようなAI技術の発展はごく近い
将来に社会を一変させるという主張もある15)。

地震工学への応用という観点から基盤モデルを眺め
た時、自然な発想の1つとしてまずは既存の基盤モデ
ルを種々の目的へ活用する方向性が考えられる。基
盤モデルの有するマルチタスクな処理能力は、例え
ばSNSからのリアルタイムな災害関連情報の自動抽
出、異なる複数の地震動データベースから目的のデー
タを検索し加工するプログラムの自動生成、図面や
CADデータからの構造物の3Dシミュレーションモデ
ルの自動構築といった目的への利用が想定される。こ
れらはごく少数の活用シナリオ例であるが、このよう
に基盤モデルには我々と多様な情報を円滑に繋ぎ知的
作業を加速・自動化させる、ある種の汎用的なインター
フェースやエージェントとしての役割が期待できる。
また、膨大なデータを学習した基盤モデルは、例えば
画像からの災害被害判別といった特定のタスクにおい
ても、専用に設計された既存モデルと同等以上の性能
を有しているという研究報告もあることから16)、地震
工学上のデータ解析に用いられるモデルは今後基盤モ
デルに置き換わっていく可能性もある。更に、基盤モ
デルの様々な目的への利活用を容易にするために、基
盤モデルと外部のツールやデータソースとの情報のや
り取りを標準化するプロトコル17)の整備も急速に進ん
でいる。地震工学分野においてもまた、基盤モデルに
よる業務や研究の劇的な効率化が近い将来に達成され
ることが予想される。

基盤モデルの地震工学への活用のもう1つの方向性
として、地震工学上の様々なタスクに特化して広く活

図2　基盤モデルの概念図：ChatGPTにより生成
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用可能な、分野固有の基盤モデルを構築することの可
能性が挙げられる。この基盤モデルには、地盤構造情
報、観測地震動記録、構造物諸元、人流情報、空撮画
像といった種々の地震工学上のマルチモーダルデータ
の大規模学習を通じて、地域ごとのリスク評価や個々
の構造物の即時被害推定などの様々なタスクにおいて
一般的な基盤モデルよりも更に高い性能を発揮するこ
とが期待され、地震工学に近い分野である地震学でも
同様のモデル開発が議論されている18)。そのような地
震工学基盤モデルの開発には、従来の基盤モデルと同
様に膨大かつ多様なデータの収集とモデル構築に必要
な計算資源、さらにこれらを実施する多くの人材が必
須であり、分野が一丸となっての意思決定と取り組み
が必要と考えられる。
3.2 科学技術機械学習

前述した、数値シミュレーションによってデータ駆
動モデルの仮想的な教師データを生成するシミュレー
ション学習や、データ駆動モデルの出力に対して物理
的な拘束を課すPINNsなどのアプローチは、モデル駆
動のプロセスとデータ駆動のプロセスを混成させるこ
とで、両プロセスの利点を両立させた新たな課題解決
の手段を提供している（図3）。このような、従来の科
学的枠組み、特に科学技術計算手法の有する解釈性・
物理的信頼性とデータサイエンスの有する柔軟・高速
な推論性能を融合させた手法に関する研究は、科学技
術機械学習（Scientific Machine Learning / SciML）と総称
される学際的研究領域を近年に構成しており、自然科
学におけるデータサイエンス手法の応用を議論する上
で重要な潮流の1つと考えられる。

科学技術機械学習の手法は地震工学上の課題へも
応用されており、入力値としての物理場と出力値と
しての物理場の間の作用素的関係を学習させるNeural 
Operatorの手法による地震波動伝播解析のサロゲート

モデル構築19)や、PINNsによる地盤構造のインバージョ
ン20)といった先駆的な事例からは今後の発展が期待さ
れる。また、動的な現象の観測データから、その現象
が従う非線形時間発展則をデータ駆動的に発見・構築
して利用するKoopmanモード分解の手法は、モデルの
解釈性と表現性能を両立させた手法として地盤震動解
析21)に応用されている。これらの事例のように、特に
自然科学的対象の解析という場面において、科学技術
機械学習の手法は解析精度の向上・計算速度の革新・
求解可能な範囲の拡張などを通した地震工学上のイノ
ベーションに繋がることが期待される。

こうした科学技術機械学習手法は、科学技術計算の
利点とデータサイエンスの利点を相補活用するとい
うコンセプトの魅力に加えて、いくつかの具体的な課
題での成功にも後押しされ、地震工学を含む多くの自
然科学分野の中で普及が進んでいる。一方で、有限要
素法などの研究の進んだ手法とは異なりその性能や性
質に関する理論的解明が十分に進んでおらず、活用可
能な場面も現段階では限定的なものに留まっている。
例として、ニューラルネットワークを用いたインバー
ジョン手法では一般的に地盤構造の明確なコントラ
ストの表現が難しいため、その出力結果は地盤震動シ
ミュレーションなどの目的には必ずしも適さない側面
もある。地震工学においては、イノベーティブな利用
法の検討と共に、分野上の課題解決に適した数理手法
の改良などの検討も今後重要になると考えられる。

4. おわりに 
本稿では、地震工学×データサイエンスの現在とい

うテーマの下で、地震工学におけるこれまでのデータ
サイエンス活用の成果を概観し、近年のデータサイエ
ンスの潮流と地震工学との関わりを基盤モデルと科学
技術機械学習の2つの観点から述べた。

図3　科学技術機械学習：モデル駆動とデータ駆動の融合



Bulletin of JAEE No.55 June 2025 5

本稿で触れた基盤モデルと科学技術機械学習という
2つの技術は、前者は大規模な開発を必要とするため
に1人の技術者/研究者単位ではユーザーとしての利用
にシフトした研究が主流になると考えられること、一
方で後者は手法開発に関する基礎研究の余地が残され
ていることにおいてある意味で対照的であり、この対
照性はそのままデータサイエンスという分野に対して
地震工学（者）が今後どのようなスタンスで付き合っ
ていくかという立場の問題に置き換えることもできる。
現在のデータサイエンスは文字通り日進月歩であり、
そのような分野と共に地震工学が今後どのような方向
に向かうのか、また1研究者はどのような研究を行って
いくべきなのか、 著者自身もまた現役の研究者として、
変化の著しい現在の状況に関心を有している。
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1. はじめに
我が国には世界に誇る高密度な強震観測ネットワー

クが存在し、地震動が到来する前に揺れの大きさを概
ね把握できる緊急地震速報を広く国民が利用している。
新幹線の安全な運転にも地震に対する早期検知が利用
されている。しかしながら、その地震動によるインフ
ラや構造物の被害や健全性の把握には、長時間を要し
ているのが現実である。令和6年能登半島地震におい
ては、地震後に斜面崩壊データや空中写真等が国土地
理院のホームページに順次公開されていったが、日単
位での時間を要した。遠隔からの外観だけでは判別で
きない被災状況の把握にはより長い時間を要し、被災
建築物応急危険度判定は令和6年1月4日から21日まで、
18日間を要している。2018年の大阪北部地震に際して
は明らかな構造被害はなかったものの、高速道路や列
車が安全性確認のために一時通行止めとなり、経済や
生活に大きな影響を与えた。2011年東北地方太平洋沖
地震においても高速道路や鉄道の再開にあたって、構
造物の健全性評価に時間を要した。災害発生時には被
災状況を即座に把握することが、発災後の初動、応急
対応、復旧・復興の基本であるし、より頻繁に発生す
る中規模地震の際には無被害であることを即座に把握
して経済や生活への影響を最小限に抑えることが、厳
しい国際競争環境下におかれている我が国の国力を維
持するためにも極めて重要である。

衛星データや航空写真を利用した斜面崩壊や全壊建
物の広域抽出技術は近年急速に発展している。一方で、
遠望では判別しにくい部分的損傷や内部損傷の把握に
は限界がある。建築分野では、建物に加速度計を常設
し、地震直後に変位応答を推定して健全性を評価する
システムが商用ベースで展開され始めている。地震時
の応答が小さいことを確認でき、事業継続計画の一助
となるシステムである。ただし、多くは線形応答を前
提としており、損傷を伴う非線形性挙動への適用は難
しい。また、橋梁など社会インフラへの導入は進んで
いない。

我が国の災害耐性を向上するためには、社会インフ
ラを含む構造物の地震後の健全性を、非線形領域まで
考慮して迅速に評価する技術が不可欠である。ここで
は、IoTセンサとAI技術を利用したデータ駆動型アプ

ローチに注目し、最新の研究事例を紹介するとともに、
今後の課題と展望を議論したい。

2. 地震後の構造状態評価の難しさ
近年は数値シミュレーションモデルや計算手法の高

度化により、様々な非線形現象を詳細に表現できるよ
うになった。また全国の強震観測網から地震動が取得
できることから、観測した地震動を用いて個別構造物
の応答を計算し、損傷や健全性を評価するというアプ
ローチは一見魅力的である。しかし、数値シミュレー
ション単独での地震後評価には限界がある。非線形現
象は線形現象と比べてモデルも振る舞いも複雑であり、
モデルの設定により応答が大きく異なり得る。例えば
筆者らは2011年東北地方太平洋沖地震時の横浜ベイブ
リッジの地震応答を再現したが、ウィンド沓・ウィンド
タング間のわずか5mmの隙間をモデルに組み込むか否
かで、橋軸直角方向の応答が大きく変化した1)。全長
860mにおよぶ斜張橋の応答が5mmの隙間の再現に左
右されるわけである。全体挙動を左右する構造モデル
の詳細はこの隙間に限らない。材料非線形性の設定や
地盤モデルの非線形性も構造応答を左右する。大地震
時に初めて顕在化する非線形挙動を事前に精度よく把
握することは極めて難しいため、数値シミュレーショ
ンのみでの健全性判定には根本的な不確実性が残る。

一方で、地震応答観測データを活用するアプローチ
も期待される。従来は商用電源が利用可能な建築物以
外ではIoTセンサを利用した地震計測は稀であったが、
近年は省電力実装も進み、単一電池数個により年単位
の連続加速度計測・データ記録が実現している2), 3)。電
池の個数を増やすことでより長期の連続観測も視野に
入る。常時データをローカルに保存し、地震発生時の
み、LTEなどの通信回線を用いて即座に収集可能なシ
ステムが乾電池数本で構築可能となった。これにより
従来と比べてはるかに容易にかつ低コストで応答デー
タが取得できるようになっている。

しかし、加速度データのみを利用しても限界がある。
加速度から変位、変形を推測することは可能であるが、
加速度計により得られる情報は基本的には動的成分の
みである。単なる数値積分では発散してしまうし、ハ
イパスフィルタを適用すれば準静的応答成分は消えて

データ駆動型の地震後の構造状態評価

長山　智則
●東京大学大学院工学系研究科 教授
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しまう。残留変形成分や非線形成分を加速度データか
ら評価することはできない。モデルとデータを融合す
ることにより初めて、非線形領域を含めた実用的な地
震後健全性評価が可能になると考えている。

3. 加速度計測データに基づく変位推定
3.1 データ同化とパラメータ推定の組み合わせによる

変位推定 
筆者らは、強震時に構造物が経験する相対変位時刻

歴を高精度に推定する枠組みを提案している（図1）4)。
本手法は、非線形カルマンフィルタによるデータ同化
と、遺伝的アルゴリズムあるいは MCMC 法によるパ
ラメータ更新とを繰り返し適用するハイブリッド方式
である。

カルマンフィルタに代表される逐次データ同化で
は、支配方程式である運動方程式を状態空間で表現す
る。これは状態方程式と呼ばれるが、状態方程式のモ
デル化誤差はプロセスノイズ共分散行列としてカルマ
ンフィルタの定式化に含めることができる。また観測
量を定義する観測方程式は、変位や速度などの状態変
数の関数として立式する。観測方程式に含まれる観測
誤差は、カルマンフィルタにおける観測誤差共分散行
列として定式化できる。このため、運動方程式や観測
方程式の各項に不確実性が含まれていたとしても互い
の不確実性の大きさを考慮して補いあいながら状態量
を推定できる枠組みであるといえる。変位や相対変形
はこの状態量として推定される。

このため、状態方程式と観測方程式の誤差を低減で
きれば、状態量である変位の推定に有効である。状態
方程式の誤差を低減するために、非線形モデルを高度
化したり、そのパラメータを更新したりすることが考
えられる。非線形カルマンフィルタは、変位等の状態
量を推定すると共に、剛性や降伏点等の非線形モデル
パラメータを同時推定することもできる。ただし、パ
ラメータ推定の性能としては遺伝的アルゴリズムや
MCMC法などの外部の最適化手法のほうが高いこと
が確認されたため、ここでは、非線形カルマンフィル
タと、遺伝的アルゴリズムやMCMC法などのモデル更
新技術を組み合わせた手法としている。図１中の非線
形カルマンフィルタを順解析に置き換えることも考え
られるが、モデル化誤差と観測誤差の双方を考慮した
時刻歴推定ができず、様々な構造系に対する適用性が
限定的である。そのため非線形カルマンフィルタと組
み合わせた手法としている。

構造モデルとしては複雑な有限要素モデルを用いる
必要はなく、図 2 に示す一自由度トリリニアばねモデ

ルを採用した。真値データには RC 橋脚の高自由度非
線形有限要素解析結果を用いたが、提案手法は複雑な
真値変位時刻歴を小さな誤差で再現し、ヒステリシス
曲線の概形も良好に捕捉できた（図 3、図 4）。すなわ
ち、履歴特性を大まかに捉えた簡易モデルと観測加速
度に含まれる実挙動情報とをデータ同化の枠組みで融
合することで、キャリブレーションされた高自由度モ
デルに匹敵する変位推定精度を実現できることを示し
た。 

図1　データ同化とパラメータ推定による変位推定

図2　1自由度非線形モデル

図3　加速度・変位時刻歴推定結果

図4　履歴特性推定結果
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3.2 データ駆動型のモデル同定とデータ同化による変
位推定

上述の方法では、予め1自由度トリリニアモデル等の
モデルを適切に選定しておく必要がある。しかし、実
構造物は多様で複雑であるから、どの簡易モデルが適
切かは対象構造物によって異なる。そこで筆者らは、
データ駆動型で状態方程式を推定する手法と非線形カ
ルマンフィルタを組み合わせた変位推定法を開発した5)。

まず、図5左に示す鋼製橋脚の非線形有限要素モデ
ルに対して様々な入力地震動を与え、入出力データ
を生成する。得られた加速度・変位応答のペアに基づ
き、これと整合する状態方程式を機械学習的に推定す
る。ただし、状態方程式は本質的にマルコフ性を前提
としており、現時点における状態のみから次の状態を
推定するものであり、過去の履歴には依存しない。マ
ルコフ性を前提とした状態方程式により、履歴特性を
表現することはそもそも難しい。そこで、推定した状
態方程式を非線形カルマンフィルタに組み込み、観測
量として加速度応答を用いることで履歴依存性の不
足を補う。カルマンフィルタのプロセスノイズ共分散
行列などのパラメータは、図 1 で示した枠組みに従い 
MCMC 法で最適化した。

図5左に示す鋼製橋脚の非線形有限要素モデルによ
り状態方程式を学習し、図5右に示す、異なる寸法や
非線形特性をもつ鋼製橋脚の非線形有限要素モデルを
テストデータとして提案手法の性能を検証した。図6

左に推定された履歴特性を、右に変位時刻歴を示す。
図中には、カルマンフィルタを適用せずに状態方程式
に基づいてシミュレーションした結果を「既往」とし
て示しているが、カルマンフィルタを適用することに
より、高精度に推定できていることが分かる。

学習に用いた橋脚と検証用橋脚は寸法や材料が異な
るにもかかわらず、推定された変位は高い精度で一致
した。つまり、本手法では対象ごとに詳細な有限要素
モデルを再構築する必要がないことを示している。対
象構造物と動的特性が近い学習モデルを選べば精度は
一層向上するものの、個別構造物専用のモデルは不要
であり、実用上きわめて汎用性が高い手法である。
3.3 深層学習を利用した変位推定

上述の方法では、推定精度を高めるために対象構造
物に近い学習データを用意する必要があった。この要
件は、多様な構造物へ迅速に適用する際の制約となり
得る。そこで筆者らは、対象ごとに再学習を行わずに
済む汎用モデルを深層学習により構築した6)。

まず、さまざまな非線形履歴特性を持つ一自由度
系に多様な地震動を入力し、計四万ケースの加速
度・変位応答ペアを生成した（図7）。これらを用いて 
Dilated CNN を学習させ、加速度時刻歴から変位を直
接推定するモデルを得た。学習に用いたのは自由度の
小さい1自由度系のみであるが、テストとして図 5 に示
す二つの鋼製橋脚（高自由度非線形有限要素モデル）
に適用したところ、高精度で変位時刻歴を再現できた。
すなわち、個別構造物ごとに追加学習を行わなくても、
同一ネットワークで異なる構造物の非線形応答を推定
できることが確認され、本手法の高い汎用性が示され
た。

図6　データ駆動型のモデル同定と変位推定結果

図7　テストデータ作成に用いた履歴特性モデル

図5　学習モデル（左）とテストモデル（右）
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3.4 橋脚の変位推定から橋梁の変形推定へ
これまで述べた手法により、橋脚頂部に設置した加

速度計から同地点の変位を高精度に推定できる目途が
立った。現在はこれを発展させ、長大橋や連続高架橋
など大規模構造物を対象に、ごく少数の加速度観測点
だけで橋梁全体の変形を推定する枠組みを検討してい
る。各観測点で残留成分を含む変位を推定し、それら
を観測量として橋梁全体系を状態変数とするカルマン
フィルタを適用すれば、構造物全体の応答が同時推定
できる。

ただし、橋梁モデルの自由度が高い場合にはカルマ
ンフィルタの計算負荷が大きく、地震直後の即時健全
性評価という目的には不向きである。このため、モデ
ル縮約や数値アルゴリズムの高速化を組み合わせ、リ
アルタイム推定を可能にする手法を開発中である。

4. 今後の展望
本稿で紹介した手法は、加速度応答を観測量として

取り込み、数値モデルの不確実性を補う点に特色があ
る。IoT センサの普及により加速度データを現実的な
コストで取得できるようになった今日、観測とシミュ
レーションを融合する本アプローチは、従来にない有
効な選択肢と言える。

一方、観測データが存在しない状況では本手法を直
接適用できないという根本的な限界がある。たとえば、
地震発生前に被災リスクを事前評価する場面では、加
速度データが存在しないため、本手法だけでは対応で
きない。この場合は、より精緻な数値モデルの構築や、
不確実性を定量化したハザード解析などが有効となる。

さらに、巨大地震のような前例のない外力が構造物
に作用する場合、事前に同規模の応答データを取得す
ることは不可能である。しかし、中規模地震は頻繁に
発生しうるため、実際に発生した中規模地震の応答を
確実に記録し、詳細に分析することが想定外被害を防
ぐ上で極めて重要である。中規模地震データの蓄積と
モデル検証を継続的に行い、不確実性を段階的に縮減
することで、巨大地震にも信頼性の高い事前評価が可
能になる。

事前に高精度モデルでリスクを確率的に把握し、地
震発生直後には本稿で紹介したデータ同化型手法を用
いて即時的に実際の健全性を判定できる総合的な仕組
みを具現化することが今後の課題である。
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1. はじめに
2011年東北地方太平洋沖地震や2016年熊本地震等の

大地震後に、専門家が現地に赴き、外観から目視で調
査を行うなどして、応急危険度判定1)や被災度区分判
定2)を行っている。対象建物が非常に多くなることと、
専門家の人数の制約などから、調査を終了するまでに
多く時間がかかり、東北地方太平洋沖地震では約2 ヶ
月を要し、熊本地震では1 ヶ月半を要した。このよう
な背景から、地震後に迅速に建物の状態の判定を出来
る手法が求められている。また、現状では、専門家が
現地に行くまでに非常に時間がかかっていることから、
専門家が現地に行かないでも判定できる手法も求めら
れている。東北地方太平洋沖地震等の過去の地震後に、
学校体育館等においては、鉛直ブレース材の座屈と接
合部の破断などが確認されている3),4)。また、吊り天
井が連続的に脱落する被害が見られ、人的および物
的被害が多く発生した3),4)。連続的な脱落が生じた天
井においては、クリップや吊りボルトの脱落等により、
前兆現象として天井の垂れ下がり等が生じると考えら
れる。

近年、人工知能（AI）の技術が注目されており、機
械学習または深層学習を行うことにより、データから
有用な規則、ルール、知識表現、判断基準などを抽出
することが出来るため、自動的に建築物被災度評価
判定が可能である。画像認識の分野では、畳み込み
ニューラルネットワーク（以下CNNと略す）を用いた
手法の分類精度が非常に高く、注目を集めているが、
建築物の被災度等を迅速に判定する上で、重要な手段
になりえると考えられる。また、近年、この手法は点
群への適用も可能となっている。

本稿では、地震後に画像の深層学習処理による学校
体育館の部材の被災度を判定する手法について紹介す
る。また、建築の専門家以外が写真を撮影することを
想定して、対象部材を自動で検出するシステムや被
災度を判定するアプリケーションソフトウェアにつ
いて紹介する。さらに、吊りボルトを徐々に外すこと
により、天井の垂れ下がりを模擬した試験体において、
レーザー LiDAR（Light  Detection And Ranging）により
計測した点群を対象に深層学習を行った事例について、
紹介する。

2. 画像の深層学習による学校体育館の被災度評価
学校体育館の部材の画像データは、建築研究所と国

土技術政策総合研究所が行った地震被害調査の際に撮
影した写真を使用した。対象とした地震は以下の通り
である。
[1]1995年兵庫県南部地震
[2]2004年新潟県中越地震
[3]2007年能登半島地震
[4]2011年東北地方太平洋沖地震
[5]2016年熊本地震

[1]のみ紙焼き写真をスキャンし、それ以外は画像
データをそのまま使用した。

鉛直ブレースの画像の例を写真1に示す。収集した
画像の目視により被災度区分の分類を行ったが、文献
2)に示されている判定条件に沿ったものとし、表1に
示した判定基準を適用した。各被災度区分の中でも複
数の損傷状態が示されており、それぞれの損傷状態の
略号を末尾にII-1、II-2などと示す。深層学習に使用し
た鉛直ブレースの画像枚数を被災度区分別に表2に示
す。

写真1　鉛直ブレースの画像の例

深層学習を活用した建築物被災度評価

森田　高市
●国土交通省国土技術政策総合研究所 建築新技術統括研究官
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CNNを 利 用 し た 物 体 検 出 の 手 法 の ひ と つ と し
て、Faster R-CNN（Faster regions with CNN features）5)が
提案されおり、これを適用する。物体検出において
は、画像の中に含まれる対象物（ここではブレース
や柱脚部・定着部など）の物体を四角い領域により特
定することを行う。学習済みCNNとして、ここでは
ResNet-506)を使用した。特徴マップの局所領域ごとに、
物体が存在する可能性が高い複数の境界ボックスを提
案する。画像と関連するボックスラベルを水平方向に
ランダムに反転することにより、学習データの拡張を
行った。学習率やバッチサイズなどのハイパーパラ
メータはグリッドサーチにより最適化した。

適用するFaster R-CNNにおいては、学習率を0.001、
ミニバッチ数を4、最大エポック数を20とし、最適化
手法にはモーメンタム項付き確率的勾配降下法を用い
た。

Faster R-CNNによる鉛直ブレースの検出例を写真2

に示す。鉛直ブレースは精度良く検出できている。光
の加減によっては、対象物をずれて検出する場合も
あったが、全体的には良好な結果であった。平均適
合率5)は0.96と非常に高い値を示している。柱脚部・定
着部や屋根面水平ブレースを対象に同様な検討を行い、
良好に対象部材の検出が可能であった。

次に、画像のクラス分類の手法として、深層学習
の手法のひとつであるCNNを適用する。本検討で
は、CNNをゼロから学習させる代わりに、AlexNet7)や
VGG168)の転移学習9)を適用する。AlexNetとVGG16は
基本的にILSVRC10)のデータセットで学習済みのモデ
ルを用いるが、出力層を含む最後の3層を今回のタス
ク（鉛直ブレース等の分類）のために、再学習させた。
画像データのそれぞれの70%を訓練用データとし、深
層学習により、被災度を判定する関数を構築する。残
り30%を検証用データとして、上記関数に適用し、正
解率を求める。対象画像に対して、対象部材部分以外
にはマスクをかけるか、該当部分のトリミングを行っ
た。また訓練用データに関しては、元の画像データに
変換（画像の反転・平行移動・拡大・回転）を加えるこ
とで、データ拡張を行う。学習率やL2正則化係数、モー
メンタム等のハイパーパラメータは、グリッドサーチ
により最適化を行った。

深層学習による画像のクラス分類（被災度の分類）
の結果を示す。鉛直ブレースを対象にした分類にお
いては、学習率を0.0001、ミニバッチ数を128、最大
エポック数を48とし、最適化手法にはモーメンタム
項付き確率的勾配降下法を用いた。訓練用データを
AlexNetの転移学習により学習し、検証用データに適
用した結果を表1の被災度区分別に整理し直したもの
を表3に示す。灰色で示した対角の部分に入っている
と、正しく推定が出来ていることになる。表3の場合、
正解率は71%であるが、データの組み合わせにより正
解率は69-76%の範囲であり、平均的には72%程度で
あった。被災度区分の推定結果の正解率が72%程度に
とどまっている理由としては、ブレースの後ろ側など
に、窓枠や手すりなどブレース以外のものが多く映り
込んでおり、これらがノイズになっている可能性があ
ることが考えられる。また、本分類とは無関係な錆が
見られる場合に、ボルト滑りや母材・ガセットの降伏
と誤認識する傾向が見られる。柱脚部・定着部や屋根
面水平ブレースを対象にVGG16の転移学習を適用し
た結果、それぞれの正解率は81%と85％であった。

被災度区分0S 無被害(0)

被災度区分ⅠS 引張ブレースたわみ0.5 ～ 2%(I)

被災度区分ⅡS

ボルト滑り(II-1)
圧縮ブレースたわみ0.5%超(II-2)
引張ブレースたわみ2 ～ 4%(II-3)
母材・ガセット等の降伏(II-4)

被災度区分ⅢS ～ ⅤS

ブレース破断(III-1)
断面絞り・亀裂(III-2)
引張筋かいたわみ4%超(III-3)

被災度区分0S 219枚

被災度区分ⅠS 83枚

被災度区分ⅡS 257枚

被災度区分ⅢS ～ ⅤS 290枚

表1　鉛直ブレースの被災度の判定基準

表2　鉛直ブレース画像枚数

写真2　Faster R-CNNによる鉛直ブレース検出の例
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上記の深層学習の学習結果に基づき、体育館の部材
の被災度判定を行うアプリケーションソフトウェア
を作成した(図1)。ただし、学習済みのCNNモデルを、
AlexNetやVGG16、ResNet-50にすると、容量が大きく
なり、アプリケーションのボタンを押してから、結果
が表示されるまでに時間を要する。実用上問題がある
ため、比較的容量が小さく、反応速度が速いCNNモデ
ルを代わりに使用した。ここでは、画像のクラス分類
の学習済みCNNとして、squeezeNet11)を使用し、Faster 
R-CNNの学習済みCNNとして、MobileNet-v212)を使用
した。正解率が1%程度低下するが、実用上問題ない
速さで結果が表示された。図1の「切り取り」ボタンに
よりブレースを検出し、「判定」ボタンで被災度を判
定する。これにより、地震後に体育館部材の写真撮影
を行うことで、簡易的に被災度の判定が可能となる。
なお、図1では鉛直ブレースの例を示しているが、柱
脚部・定着部と屋根面水平ブレースのものも同様に作
成した。

3. 点群の深層学習による天井垂れ下がりの検知
試験体とした吊り天井は在来工法による天井であ

る。平面寸法を野縁受け方向3.6m×野縁方向4.6m の長
方形とし、天井高は2.6m とした。この試験体について、
吊りボルトを1個ずつ外すことで、徐々に天井が垂れ
下がる現象を再現している。天井の垂れ下がりの状況

を把握するために、吊りボルトを外す前の初期状態と、
吊りボルトを１個外す毎に、レーザー距離計で計測を
行った。計測箇所は、吊りボルトが設置されている場
所で、グリッド状に計測を行った。計測された垂れ下
がり変位量のうち、最大のものを最大変位と呼ぶ。

天井の点群データは、吊りボルトを外す前の初期状
態と、吊りボルトを１個外す毎に、試験体の下側より
レーザー LiDARにより取得した。点群計測に使用し
たレーザー LiDARは、Velodyne Lidar社製のVLP-16（以
下VLP-16と称す）である。VLP-16は回転式LiDARであ
り、非回転式LiDARに比べて、点の密度は低めであ
る。VLP-16については、レーザー LiDARのセンサを床
から高さ0.75mの位置に固定し、計測を行った。VLP-
16は中心から±15度の範囲で測定可能であるが、この設
定では一度に天井全体を計測できない。このことから、
VLP-16のセンサの位置をずらしながら、3度計測を行
い、得られた複数の点群を結合することで、天井全体
の点群を得た。

VLP-16により得られた天井の点群の例（垂れなし）
を図2に示す。図において、点群の高さにより色が変
化するが、垂れ下がりがないため、一様に同じ色を示
している。深層学習における分類のカテゴリーは、画
像の場合と同じで、「垂れなし(0)」と「垂れあり(I)」（垂
れあり(I)は最大変位3cm以上）である。

点群に適用可能なニューラルネットワークのひとつ
であるPointNet13)を適用する。PointNetでは、物体の分
類以外にセマンティックセグメンテーション等が可能
であるが、ここでは物体の分類のみに用いる。

点群のデータは、画像のように一つ一つのデータ要
素に順序がなく、順番を入れ替えたとしても同一の
形状を表している。このような順不同なデータを深
層学習にも適用できるように、PointNetでは対称関数
（Symmetric Function）13)を導入している。

実際の
判定結果

推定結果
0s Is IIs IIIs ～ Vs

0s 45 5 10 6
Is 7 12 4 2
IIs 3 3 58 13

IIIs ～ Vs 6 3 11 67
（判定データ数）

表3　鉛直ブレースの推定結果(被災度区分別)

図1　被災度判定アプリケーションソフトウェアの例

図2　天井の点群の例
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天井点群データの70%を訓練用データとし30%を検
証用データとして、正解率を求める。訓練用データに
関しては、元の点群データに変換（点群の回転、一部
の点をランダムに削除、ガウスノイズを使用してラン
ダムな揺らぎを点に与える）を加えることで、データ
拡張を行う。学習率やL2正則化係数等のハイパーパ
ラメータは、グリッドサーチにより最適化を行った。

点群の深層学習においては、学習率を0.001、ミニ
バッチ数を32、最大エポック数を200とし、最適化手
法には適応モーメント推定 (Adam)を用いた。訓練用
データをPointNetにより学習し、検証用データに適用
した推定結果の例を表4に示す。この例では、正解率
は96.7%であり、非常に精度良く推定が出来ている。

4. まとめと課題
学校体育館の部材である鉛直ブレースと柱脚部・

定着部、屋根面水平ブレースの画像を対象に、Faster 
R-CNNと深層学習のクラス分類を適用し、対象物の
検出と被災度の判定を行った例を紹介した。今回の検
討では、収集できた範囲の画像を用いて学習を行った
が、学習用の画像枚数を増やして精度を向上させる必
要があると考えられる。画像枚数の増加の手段として、
GAN(敵対的生成ネットワーク)等を用いた擬似的な画
像の生成などが考えられ、適用を試みた範囲では十分
精度の良い画像は得られておらず、今後の課題となる。

吊りボルトを除去することで、天井面の垂れ下がり
を再現した実験において、取得した点群を対象にして、
深層学習を行い、天井の垂れ下がり検知について検討
し精度よく分類が可能であった。今回の対象試験体は、
平坦な形状で限られた大きさの天井であった。現実の
天井は必ずしも平坦ではないケースや照明等が埋設さ
れているような状況も想定され、大きさも様々である。
実際の天井への適用においては、より複雑な様相が想
定され、今後の課題となる。
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1. はじめに
災害の激甚化やインフラの老朽化が進行する一方で、

人口減少と技術者不足といった構造的な変化が、社会
基盤整備の現場に大きな影響を及ぼし始めている。特
に地盤災害の分野では、地盤という「見えない」「不
均質な」対象を扱うことから、従来は高度な判断力と
豊富な経験をもつ技術者によって支えられてきた。し
かし今後は、そうした技術者の確保が難しくなること
が確実視されており、地盤工学においても“次の一手”

が求められている1)。
こうした背景を受けて、地盤工学の分野では「数値

解析の自動化・自律化」が注目されている。近年は計
算資源の発展により、大規模かつ高精度な解析が技術
的に可能となってきた。しかし、真に意味のある解析
結果を得るためには、単に数値を解くだけでは不十分
である。現象の理解、境界条件の設定、モデルの選定
といった“工学的な思考のプロセス”そのものをどう自
動化するかが、より本質的な課題となっている2)。

本稿では、そうした課題の中でも特に重要な「数値
解析におけるパラメータ設定の自動化」に焦点を当て
る。地盤材料の挙動を表現する構成則には多くのパラ
メータが含まれており、これらの多くは現場で直接測
定することが困難である。とくに液状化や変形挙動の
ような非線形かつ高次元な現象では、技術者の経験に
基づく“フィッティング”が解析結果の精度を左右して
きた。パラメータ設定は、現在の自動化技術において

見過ごされがちな盲点であると同時に、最も技術者の
判断が必要とされる領域である3)。

さらに、パラメータ設定に必要な情報のすべてが数
値で表現できるとは限らない。たとえば、有効応力経
路の形状や繰り返し挙動、変相角などは、土質試験の
図面や応力-ひずみ曲線といった形で示され、これまで
専門家が目視や直感によって読み取ってきた（図1参
照）。このような図形的・直感的情報は、従来の数値
モデルでは活用が難しかったが、近年登場した大規模
言語モデル（LLMs: Large Language Models）により、曖
昧さや非構造性を含んだ情報を“言葉”として理解・処
理することが現実のものとなりつつある。

本研究では、こうした技術の進展を背景に、液状化
解析のようにパラメータ設定が特に困難な事例を題材
とし、定量的な数値データに加えて、図や言語で表現
される定性的な情報、さらには技術者の経験に基づく
“判断”をも取り込み、観測不能なパラメータを推定す
る新たな枠組みの構築を目指す。

2. 問題設定と計算方法
2.1 統計的機械学習の観点からの問題設定

地盤の数値解析において、多くの技術者が直面して
きたのは、「直接測定できないパラメータをどのよう
に設定するか」という問題である。いかに高性能な数
値解析モデルを用いても、入力となるパラメータが適
切でなければ、解析結果は信頼に足るものとは言えな

大規模言語モデルを用いたあいまいな情報の利活用：
地盤防災分野への応用可能性
大竹　雄
●東北大学 大学院 工学研究科 准教授

図1　地盤解析における数値解析のパラメータ設定の現状を表現した模式図
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い。本研究では、標準貫入試験（N値）といった従来か
ら設計に利用されてきた情報に加え、粒度分布や各
種土質試験の結果（有効応力経路、応力-ひずみ関係な
ど）といった多様な観測情報ベクトル z をもとに、現
場での直接観測が困難なパラメータベクトル xuを推定
することを目指す。

本手法の核となるのは、「観測情報ベクトル zを特徴
量ベクトルΦに変換し、それを介して未知パラメータ
xuを推定する」という二段階のアプローチである。数
式で表すと、以下のようになる：

P(xu  | z) = ∫ P(xu  |Φ,z) ・ P(Φ| z) dφ

まず、観測情報 から「どこを見るべきか」という視
点を表現する特徴量ベクトルΦを抽出する（P(Φ| z)）。
次に、そのΦと元の観測情報 zをもとに、未知パラメー
タ xuを推定する（P(xu  |Φ,z)）。したがって、本質的に
重要なのは「どのような特徴量Φを用いるか」という
点である。

地盤工学における観測情報は多様かつ非構造であり、
N値のような定量データに加えて、有効応力経路の形
状や屈曲性といった視覚的・経験的な理解に依存する

情報も多く含まれる。こうした“曖昧で豊かな情報”を
どのように数値モデルに取り込むかが、本稿における
中心的な課題である。

著者らは、表1に示す3つのアプローチを比較・検
討してきた。手法1：階層ベイズ法（HBM）は、地盤
工学の分野で既に多くの実績があり（例：Ching et al., 
20214））、さまざまな応用事例が報告されている。しか
し、著者らの検討5)によれば、液状化解析のように多
数の未知パラメータが存在する問題では、HBMでは
合理的な推定に至らず、より多様な入力情報を扱える
枠組みが必要であると考えられた。

図2は、こうした背景を踏まえ、LLMsを活用した予
測モデルの高度化の概念を示したものである。手法2

では、土質試験結果などの図全体に含まれる定性的情
報や技術者の工学的判断を文章として記述するという
点で有効性がある6)が、LLMsにより得られるベクトル
表現では、解析に本当に必要な特徴（勾配や形状の差
異など）が埋もれてしまう傾向があることが明らかと
なった。

手法3では、こうした課題を踏まえ、問題設定を根本
的に見直している。すなわち、地盤地震工学における
専門的知見をもとに、図中で注目すべき特徴（例：繰
り返し回数、破壊角、形状タイプA or Bなど）をあら
かじめ定義し、その抽出をLLMsに担わせるというアプ
ローチをとっている。これは、「曖昧な視覚的特徴」
を明示的な構造として再定義し、数値的に扱う試みで
ある。本稿では、これら3手法のうち、特に手法3に焦
点を当てて検討を行う。

2.2 手法3の計算の流れ
本節では、繰り返し三軸圧縮試験から得られる有効

応力経路の図を観測情報 zとして用い、そこから解析
パラメータベクトル xuを推定する手法3の流れを紹介

図2　大規模言語モデルを利用したパラメータ推定の概要図

手法 φの定義 φの活用方法

手法1（階層ベイ
ズ法，HBM）

グループ：統計的
性質（生成メカニズ
ム）が異なる複数の
パターンが混在し
ていると仮定

類似パターン（グ
ループ）を学習し、
パラメータ推定に
活用

手法2（図からの
言語化）

実験結果の図全体
から抽出した総合
的特徴を文章とし
て記述

言語情報をベクト
ル化（埋め込み）し、
推定モデルに反映

手法3（技術者の
視点の定式化）

図の中にある技術
者の“着目点”をあ
らかじめ定義（例：
繰り返し回数、経
路の屈曲など）

画像から観測量ベ
クトルを新たに生
成し、数値モデル
に反映（本稿の主対
象）

表1　特徴φの役割と利用方法
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する。本手法の特徴は、図から得られる曖昧な情報の
中から、地盤工学技術者が着目する特徴量を定義し、
それを直接LLMsにより推定する点にある。以下に、そ
の具体的な手順を示す。

2.2.1 完全データの構築
解析に必要な「完全データ」D = {xu,z,Φ} を構成する。

ここで、xuは、推定対象であるパラメータベクトルで、 
z は有効応力経路図（数値解析による要素シミュレー
ションの結果を用いる）、Φは有効応力経路の形状か
ら抽出される特徴量を並べたベクトルである。

本研究では、有効応力経路における工学的な着眼
点をあらかじめ5つの特徴量として定義し、これをΦと
する。著者らは、これらの特徴量を図面から読み取り、
データベースとして構築した。なお、ここでは、観測
ノイズの影響を排除するため、実際のアナログな土質
試験結果は利用せず、構成則からシミュレートできる
数値的な擬似土質試験結果を利用している。それぞれ
の特徴量の意味は以下の通りである：
φ1：有効応力経路の繰り返し回数
φ2：破壊角の傾き
φ3：破壊後に観測される繰り返し回数
φ4：最小点と原点の水平距離
φ5：応力経路の周期的変動の特性
これらの特徴は、地盤工学における工学的判断に直

結するものであり、それをLLMsにより抽出可能な形で
構造化することで、曖昧な図的情報をパラメータ推定
へとつなげることを試みている。

2.2.2 P(Φ¦ z) のモデル化（Few-shot Learning）
本ステップでは、LLMsを用いて「図から特徴量を

読み取る」モデルを構築する。具体的には、有効応力
経路図3枚と、それぞれに対応する正解ラベル（特徴量
ベクトル ）を用いて、Few-shot Learningの形式でLLMs

に学習させる。Few-shot Learningとは、モデルに対して
タスクの説明とともに、少数の具体例（プロンプト）
を与えることで、未知の入力に対しても推論を可能に
する学習方式である。大量のデータを用いる従来の学

習手法とは異なり、限られた事例からでも意味のある
出力が得られる点が特徴である。この際、図の解釈を
支援するために、マスキング処理を事前に施している。
これは、技術者が注目する点（たとえば破壊角や繰り
返し回数など）を明示的に図中に表示し、LLMsの注
意を適切な箇所へ誘導する工夫である。現在は、各図
に対して人的判断に基づいてマスキング処理を行って
いるが、将来的にはYOLO（You Only Look Once）アル
ゴリズム7)などの物体検出技術を応用し、自動化を図
ることを検討している。また、LLMsの出力の再現性
を確保するため、プロンプト設計には入念な試行錯誤
を重ねており、ChatGPT-4o（OpenAI, 2024）のAPIを用
いたプログラミングにより実装環境を整備している。

この手法により得られる出力は、与えた有効応力経
路図 に対して対応する特徴量ベクトル である。ただ
し、LLMsは本質的に確率的なモデルであるため、同
じ入力に対しても出力にわずかなばらつきが生じる。
本研究では、5回の推論を行い、それぞれの出力分布を
P(Φ | z)として扱うことで、予測の不確実性も同時に
評価している。

2.2.3 P(x ¦Φ,z) のモデル化（非線形次元削減と再サン
プリング）

LLMsによって得られた新たな特徴量ベクトルΦ
を用いて、次に解析パラメータxuを推定するステッ
プ に 進 む。 こ の と き、 ま ずUMAP（Uniform Manifold 
Approximation and Projection）を用いた非線形次元削減
を行い、(Φ,z) の組を低次元空間に写像する。その上で、
写像された空間内でのマハラノビス距離をもとに、既
存の27事例との類似度を評価し、重みづけを行う単純
なアルゴリズムを採用している。

3. 結果と考察
図3は、提案手法によるP(Φ| z)推定結果を可視化し

たものである。また、図 4は推定されたパラメータに
よる推定結果が示されており、手法3の推定が有効に
機能している結果が得られた。

図3で は、5つ の 特 徴 量 の う ち、 3つ の 特 徴 量
（φ1,φ2,φ3）について、推定値と正解値（著者による読
み取り）との対応を散布図で示している。この図には
3種類の手法による結果を比較している。1) LLMsでは
なく、一般的なアルゴリズムベースの画像解析によ
る特徴量の取得結果（青プロット、以降、これを画像
解析と呼称する）を示している。2) Zero-shot Learning：
事前学習されたLLMsにタスクの説明と指示のみを与
えた場合（黄色プロット）と3) Few-shot Learning：タス図3　大規模言語モデルによる有効応力経路図の特徴抽出結果
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クに関する少数の例（プロンプトと正解）を与えて学
習させた場合（緑プロット）である。

画像解析による特徴量の直接取得は、高い精度を示
したが、液状化強度が高く、繰り返しによる有効応力
の低下率が小さいケース（＝繰り返し回数が多いケー
ス）では、応力経路の判別が困難になる例も見られた。

一 方、 本 研 究 で 提 案 す るLLMsを 用 い たFew-shot 
Learning手法では、そのような困難なケースにおいて
も、全体として安定した予測精度が得られている。こ
れは、LLMsがプロンプトに基づき曖昧な情報も含め
て柔軟に解釈し、人間のように“意味を補完しながら”

推論しているように振る舞っていることを示している。
本検討では、数値解析ベースの理想的な図からの読

み取りであるが、実際の土質試験結果はより曖昧な情
報であり、LLMsによる情報取得がより安定的に機能
することが期待される。

4. 結論と今後の課題
本稿で、画像やテキストといった定性的・非構造な

情報を用いて学習データを拡張し、従来の測定では取
得できない未観測の解析パラメータの推定に用いる方
法を紹介した。その中で、専門家の視点をあらかじめ
明示的に設定し、LLMsのタスクを明確にしているこ
とで、形式知として抽出・活用する統合的な枠組みの
フィージビリティを確認した。

今後は、より客観性の高い数値解析を実現するため、
本稿では対象外とした、応力ひずみ関係を示した図や
粒径・粒度分布・堆積環境といった地盤の物理的特徴に
ついても、同様の視覚情報を用いたパラメータ推定の
有効性を検証していく必要がある。本研究は、LLMsを
活用して画像・テキストといった高次元・非構造情報を
解析プロセスに統合する枠組みの構築を目指している。
その過程で、地盤工学分野に膨大に蓄積されている“読
み取りにくい”知識資源——図面・報告書・試験記録な
ど——の再活用方法を提案していく計画である。

謝辞：本研究は、堀越優侑氏（鹿島建設株式会社，研
究当時東北大学大学院生）の修士論文の成果の概要を
取りまとめている。また、この研究は、京都大学の肥
後陽介教授と統計数理研究所のStephen Wu准教授との
共同研究に基づいている。記して感謝の意を表したい。
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1. はじめに
我が国では多くの良質な強震観測記録が日々蓄積さ

れ、防災科学技術研究所の強震観測網（K-NET，KiK-
net）だけでも1996年以降、マグニチュード(Mw)5以上、
震源距離300km以下の強震観測記録に限定しても30万
記録以上存在する。これらの記録は、強震動に対する
新たな特徴の把握、発生した地震の震源過程の推定、
地震動予測手法の構築など様々な地震工学的な検討に
活用されている1), 2)。

強震観測記録は、超高層建築物の耐震設計の黎明
期より、設計用入力地震動としても活用されてき
た。1940年Imperial Valley地震のEl Centro、1952年Kern 
County地震のTaft、1968年十勝沖地震における八戸港
などの強震観測記録が代表例として挙げられる。一方、
近年では、地点固有の震源や地盤特性を考慮した設計
用入力地震動評価が行われるようになっている。こ
のため、中小地震時の強震観測記録を経験的グリー
ン関数として用い、断層モデルによる強震動シミュ
レーションを行う手法（経験的グリーン関数法）など
が、設計用入力地震動評価に用いられる例も増えてい
る例えば3), 4)。

諸外国を見ると、例えば米国では、目標とする確率
値（例えば、50年1％の倒壊確率）に応じて設計用地震
動の応答スペクトルを定め、地震荷重の設定に用い
ている5)。時刻歴応答解析を行う場合には、上記の手
法で定める応答スペクトルに適合する観測地震動記
録群を選定し、設計用入力地震動として用いる手法
（Ground motion selection）が広く用いられる6),7)。

以上の例にみられるように、強震観測記録は、地震
工学の発展の基盤となる重要なデータとして活用され
ているが、近年急速に発展している情報科学的手法を
活用することで、新たな価値が生み出される可能性も
ある例えば8),9)。本稿では、情報科学的手法を活用した地
震動予測手法の現状と展望について、特に、経験的地
震動予測手法に関わる研究を中心に議論する。

2. 機械学習手法による地点固有の地震動予測
地震動は、震源特性、伝播経路特性、地盤増幅特

性の影響を受けるため、地震動予測においてこれら
を適切に考慮することが望ましい。一方、確率論的

地震ハザード評価において用いられる多くの地震動
予測式（いわゆる、距離減衰式）では、「同

・ ・ ・ ・
一地点の

複
・ ・ ・ ・

数地震の地震動の確率分布特性」と「同
・ ・ ・ ・

一地震の
複
・ ・ ・ ・

数地点における地震動の確率分布特性」が等しいと
するエルゴード仮定を用いて、地表面最大速度などの
地震動強さの予測式を構築することが多い。この場
合、地震動予測式は、強震観測記録のデータベースに
含まれる地震動の平均的な伝播経路特性、平均的な地
盤増幅特性（例えば、平均S波速度といったパラメー
タを用いて地盤増幅特性を評価）に対する予測に留ま
る。実際の地震動は地点ごとに系統的な特徴の違いが
あり、地震動予測式による予測値と乖離することが知
られている。建築物固有の地震リスクを評価するため
には、立地地点固有の地震動予測が必要であり、この
ための手法が様々検討されてきた。

地点固有の地震動予測を行う場合、評価地点におけ
る強震観測記録が必要になるが、個々の強震観測点に
おける記録数が少ないことから、予測精度の観点で課
題がある。このため、データが少ないことによる予測
の不確実性についても把握する必要があり、不確実性
を定量的に評価する必要がある場合には、複数の地震
動予測式をロジックツリーで重みづけする方法10)など
が用いられることもある。一方、機械学習手法を用い
る場合、例えば、ガウス過程回帰11),12)を用いて地震動
予測式を構築することで、学習データの量に応じた不
確実性の評価を行うことも可能となる。また、複数の
タスク（この場合では、例えば、複数地点での地震動
予測）の共通点と差異を学習することができるマルチ
タスク学習と呼ばれる機械学習手法などを用いること
で、少ない強震観測記録で効果的な予測手法を構築で
きる可能性がある。著者ら13)は、マルチタスク学習手
法の一種である多出力ガウス過程回帰の適用性を検討
している。そこでは、観測点ごとに得られる記録数が
限られる場合であっても、他の観測点での情報を相互
に活用することによって、地点固有の地震動の予測精
度を大きく向上できる可能性が示されている。

3.深層学習手法による地震動加速度波形の確率的生成
超高層建築物や免震・制震構造物などの耐震性能評

価では、地震動の加速度データを入力地震動とした時

情報科学的手法を活用した経験的地震動予測手法の現状と展望

糸井　達哉　　　　　　　／八百山太郎
●東京大学 大学院工学系研究科 准教授　　●東京大学 大学院工学系研究科 特任助教
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刻歴応答解析が重要な役割を果たす。こうした解析
に用いる入力地震動を評価するため、地震動加速度
波形を確率的に生成する手法が検討されてきた。例え
ば、金井・多治見スペクトルを用いた入力地震動14), 15)

は、初期検討の代表例である。ここでは、工学的な利
活用における利便性を高めるために、地震動が本質的
に有するばらつきなどを考慮しない簡略化したわかり
やすいモデル化がなされている点に特徴がある。

近年、性能設計の実現などの社会的要請の高まりに
応じる形で、現実的に起こりうる入力地震動を予測す
ることも、重要な研究テーマとなっている。前述した
断層モデルを用いた強震動シミュレーションを活用す
ることも一つの方法である。一方で、観測記録を用い
た統計的な地震動予測手法を併せて整備することも有
用と考えられるが、前述のように従来手法では、地表
面最大速度や弾性1自由度系の最大加速度応答（いわ
ゆる、加速度応答スペクトル）などの地震動強さ指標
に対する予測に限られていた。松本・他16)-18)では、我
が国で発生した地殻内地震（Mw>5、断層最短距離
<100km）を対象に深層学習技術の一種である敵対的生
成ネットワーク(GAN)と呼ばれる深層生成モデルの地
震動データへの適用を行い、地震規模、断層からの距
離、地盤条件を考慮した形で、観測記録と似た特徴を
有する地震動の加速度時刻歴波形を確率的に生成する
「地震動生成モデル」を提案している（図1，2）。また、
生成された地震動時刻歴波形の距離減衰特性や強震動

パルスが含まれる波形の割合などが観測記録と同程度
であることなども確認できている17), 18)。なお、著者ら
以外の研究グループにおいても、GANやニューラル
オペレータなどの深層学習手法を用いた類似の研究19) 

-22)が盛んに行われており、観測記録のみからでは得ら
れない現実的かつ多様な地震動の生成が可能となりつ
つある。

これらの手法の工学的な応用としては、提案した地
震動生成モデルを用い、地震動時刻歴波形をモンテカ
ルロ的にサンプリングする形で、確率論的地震ハザー
ド評価の高度化が実現できる23),24)。また、生成される
地震動群を入力地震動とした時刻歴応答解析を行うこ
とにより、確率論的な地震応答予測や被害予測などの
工学的応用が可能となることも期待される24), 25)。ただ
し、現状の地震動生成モデルの性能は、学習した観測
記録データベースの量と質に依存する。このため、例
えば、震源近傍や大振幅の地震動などに着目した場合、
データ生成が難しいあるいはサンプリングが非効率的
となるなど課題も残されており、今後手法の拡張も課
題である。

4.まとめ
本稿では、情報科学的手法を活用した経験的地震動

予測手法の現状と展望についてとりまとめた。工学的
応用の検討をさらに進め、活用法に関する議論を深め
たい。

図1　敵対的生成ネットワークの生成器、識別器のニューラルネットワークの概要（文献16)を一部改変）
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1. はじめに
筆者らは、東日本大震災の教訓を踏まえ1)、巨大津

波発生直後のきめ細かな津波情報や、迅速な被害情
報の推計・把握と配信を通じて被災地を支援し、災害
に対するレジリエンス（回復力）の向上と我が国の国
土強靱化に資する、リアルタイム津波浸水被害予測シ
ステムを構築・運用している。スーパーコンピュータ
の災害時のリアルタイム運用により、沿岸部10mメッ
シュ分解能でのリアルタイム津波浸水予測（浸水する
範囲と深さの予測）が可能であり、地震発生から20分
以内を目安に津波浸水・被害の予報を行うシステムで
ある。本システムは、内閣府の総合防災情報システム
の一部として採用され、2018年4月より運用を開始し
た。また、2024年4月より高知県での本格運用を開始
するとともに、2024年3月に気象庁より、システム運用
を担う東北大学発スタートアップRTi-castが民間事業
者として初となる津波予報業務許可を取得した。

本稿では、リアルタイム津波浸水被害予測システム
の現在の活用状況と今後の展開に向けた展望を論ずる。

2. リアルタイム津波浸水被害予測システム
津波浸水被害の予測をリアルタイムで行うためのス

テップは以下の3つに大別される2)。
1点目は、津波の発生予測である。津波数値計算の

初期条件には、断層破壊の具体的なメカニズムに関
連した断層モデルや津波発生時の初期水位分布の情
報が必要で、特に地震学・測地学の研究者との連携が
必要になる。近年、GEONETをはじめとする衛星測位
（GNSS）技術の発展を背景とした新しい地震・地殻変
動観測が普及しており、津波発生モデルの精度向上に
期待が持てる。また、特に我が国の太平洋側には、日
本海溝海底地震津波観測網（S-net）や地震・津波観測監
視システム（DONET）をはじめとして、非常に高密度
な津波観測網が整備されつつある。また、これらの観
測網の充実を背景として、全く新しい津波発生予測構
築手法が提案されており、我が国の津波予測技術の革
新が進みつつある。本システムでは、地震情報の取得
に、気象庁の緊急地震速報とGEONETの地殻変動観測
情報を用いたリアルタイム断層モデル推定法RAPiD3)

および国土地理院のREGARD4)による解を即時に取得

し、津波波源モデルの計算過程を自動化した。
2点目は、津波の浸水予測である。東北大学の津波

解析プログラムTUNAMI (Tohoku University Numerical 
Analysis Model for Inundation)のリアルタイム実行には
High Performance Computing Infrastructure（HPCI）が必要
である。一方、ほとんどのスパコンの運用体制では災
害時の即時的な予測を行うための運用を行うことは難
しい。筆者らの研究グループは、津波の予測計算の高
速化を、東北大学サイバーサイエンスセンターのベ
クトル型スーパーコンピュータSX-Auroraの独自運用
（ディザスターモード：地震発生時に所要の計算リ
ソースを即座にアサインする）と高いメモリバンド幅
およびベクトル化効率の恩恵により実現し、いつ地震
が発生してもスパコンのパフォーマンスが確保される
ようになっている。2018年の時点で、10分以内に津波
の発生モデル推定、10mメッシュという高分解能の浸
水計算を、10分以内に完了することを達成している5, 6)。
最近ではクラウドシステムで利用されるGPU上での最
適化も進んでおり、複数のプラットフォームでリアル
タイム予測が可能となっている7)。

上記の成果を踏まえ、本システムは、日本周辺の
近地津波を想定したNation-wideな予測システムとして
（図2）、内閣府の津波浸水被害予測システムの構築・
運用を開始した。計算領域が広大であることから、内
閣府システムとしては津波被害の概略を迅速に把握す

リアルタイム津波浸水被害予測システムの発展と展望

越村　俊一
●東北大学災害科学国際研究所 教授

図１　ベクトル型スパコンSX-AuroraおよびGPUクラス
ターによる6時間先の浸水予測計算（10mメッシュ）
のパフォーマンス（高知市で実施）7)。内閣府総合防
災情報システムの運用には、東北大・大阪大のSX-
Auroraを用いて冗長性を確保している。
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ることを最優先事項として、沿岸部30mメッシュの分
解能で運用を行っている。

3点目は、被害の予測である。津波の浸水域は、湾の
構造や建物の密度などによって左右される。量的な被
害予測を行うためには、木造建築物と鉄筋コンクリー
ト造などの建物がどれくらいの津波で破壊されるの
か量的に解析する必要がある。そのために、東日本大
震災での被害調査データから津波被害関数を構築し1)、
浸水深の予測データ・建物データとの統合により、流
失建物の量的予測を可能にしている。図3に高知県で
実証した津波浸水被害予測結果（南海トラフ想定地震
Mw8.7の例）を示す。国勢調査が綿密に行われている
日本では、人口分布および建物の位置と場所を正確に
把握できるため、これらの情報を組み込むことで10m

区画まで細分化した浸水予測結果から建物被害地図の
作成が可能になった。建物の位置と場所を正確に把握
し、津波被害関数から得られる流失率を求めることで、
細分化した浸水予測結果から建物被害の量的な予測が
可能になった。

3. リアルタイム津波浸水被害予測システムの自治体
での活用

本システムは、南海トラフ地震による津波の被害が
想定される高知県での試験運用を2019年度から開始し、
2024年度から本格運用に移行した。来る南海トラフ地
震の発生に備え、高知県では毎年災害対応訓練におい
て本システムを活用頂いている。図3には、高知県で
の災害対応訓練での活用シーンを示す。

2025年度には、南海トラフ地震が発生した場合を想
定して、災害対策本部事務局、中央東災害対策支部及
び防災関係機関要員等を対象とした「災害対策本部事

務局等震災対策訓練」（以下、「訓練」という。）を実施
し、組織及び個人の災害対応能力の向上、中央東災害
対策支部及び防災関係機関との連携強化を図った。訓
練はロールプレイング形式で実施し、訓練統括者（危
機管理部長）、プレイヤー、コントローラーに大別して
行った。訓練中の状況付与は、コントローラーからプ
レイヤーに対し、電話、防災行政無線、衛星携帯電話、
ＦＡＸ（文書の手渡し）、口頭、防災ネットワーク（又
は防災ＦＡＸ）、総合防災情報システム等の努めて実
際的な手段を用いて、リアルタイムで行った。この訓
練において、リアルタイム津波浸水被害予測システム
からの予測結果を状況付与情報としてプレイヤーに伝
え、被害の全貌が明らかにならない初動期における効
率的・円滑な災害対応に向けた訓練を実施することが
できた。本訓練でのシステム活用をドキュメンタリー
フィルムにまとめたので、YouTubeから視聴いただき
たい8)。

4. 今後の展望
筆者らは、東日本大震災の教訓を踏まえ、スーパー

コンピュータを利用したリアルタイム津波浸水被害予
測システムを構築した。研究開発から運用のフェー
ズに移行したのが2018年であったが、現在ではさらに
改良を進め、地震発生から6時間分の津波浸水予測を5

分程度で行うことが可能になり、東北大学・大阪大学
のスーパーコンピュータで20分以内の全国津波浸水予
測が可能となった。東北大学発スタートアップのRTi-
castが運用主体としての役割を担うことになり、本技
術の社会的受容性が高まり、多くのユーザニーズに対
応できる体制が整った。

気象庁によると「予報」とは「観測の成果に基づく現
象の予想の発表」を意味し、「業務」とは「定時的また

図2　リアルタイム津波浸水被害システムの予測領域（2025
年5月時点）

図3　高知県の災害対策本部訓練におけるリアルタイム津波
浸水被害予測システムの活用
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は非定時的に反復・継続して行われる行為」 を意味す
る。予報は国民生活や企業活動に密接に関わっている
ことから、技術的な裏付けのない予報が広く社会に発
表された場合、その予報に基づいて行動した者に混乱
や被害を与えるなど、社会の安寧を損なうおそれがあ
るため、気象業務法第 17 条第 1 項の規定により、気
象庁以外の者が津波の予報業務を行おうとする場合は
気象庁長官の許可を受けなければならないと定められ
ている。2024年3月にRTi-castが民間事業者としては初
となる津波予報業務の許可を得たことは、新しい津
波防災情報の価値を創生するという観点で意義が高
い。今後は、日本全体を対象とした予測領域の拡大や、
様々な主体・ユーザのニーズに対応した予測情報・活
用技術の研究を進めていく。特にリアルタイムシミュ
レーションでは、陸上での津波の浸水状況の時間的変
化も出力が可能であり、被害の予測だけでなく「命を
守る情報」としての高度化が期待できる。

もう一つの展望としては、命を守る情報としての予
報に加えて、津波災害から立ち直るための情報として
の活用である。従来の人工衛星と小型人工衛星を含む
衛星コンステレーションの整備、有人・無人機・地上
カメラ等による災害監視能力、稠密なセンサと観測網
の整備を背景に、地球観測情報のリアルタイム流通が
実現しつつある。人流・交通データなど社会動態デー
タのリアルタイム流通も進み、ハザードと社会動態の
両面から災害覚知、社会影響の予測・把握、災害対応
への活用に向けた社会的要請（ニーズ）が高まってい
る。たとえば図4に示すのは、2024年能登半島地震前
後の人流データの比較であり9)、地震後に沿岸部から
高台に向けた顕著な人の動きが確認できる。ハザード

予測との統合により、曝露人口のリアルタイム把握が
可能になりつつある。

一方、これらの極めて膨大なデータ・情報の解釈と
災害対応への活用はまだ人間が担っており、リアルタ
イムで流通する膨大なデータに対して人間側の処理が
追いついていないのが現状である。この課題を解決
するのが「デジタルツイン」である10)。図5に示すのは、
沿岸災害をテーマとしたデジタルツインの枠組みであ
る．六角形の各辺を、「センシング」「モニタリング」「モ
デリング」「推論（データ駆動科学）」「政策・適応策」「実
践」として要素技術（シーズ）を位置づけた。左の物理
世界では「センシング」「モニタリング」「災害対応の
実践」が要素技術であり、これらを通じて、物理世界
のデータ・情報が右の仮想世界にコピーされる（ツイ
ンを作成する）。仮想世界では、コピーされたセンシン
グデータとシミュレーションの融合により、「モデリ
ング」によるハザードのリアルタイム予測と「推論」に
よる社会影響の数量化（言い換えるとレジリエンス指
標の数量化）および対応最適化を導く「政策、適応策」
が要素技術となる。

筆者らは、2023年度に開始したSIP3期において、多
様なセンサや社会基盤情報から物理世界の状況を仮想
世界に取り込んでコピー（＝ツイン）を作成し、被害
や社会影響などのシナリオ予測、国難となる被災シナ
リオを回避するための対応策の最適化を仮想世界で行
い、その結果を物理世界にフィードバックすることで、
国難となる災害から社会の機能を速やかに回復する
「津波災害デジタルツイン」の開発に取り組んでいる
(図5)。この研究開発の成果についても次の機会に報
告したい。

図4　能登半島地震前後の人流の変化（赤が増加、青が減少）9)．
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1. はじめに
地震研究は、観測技術とデータサイエンスを含む数

理的手法の両輪が進展することで深化を続けてきた分
野であり、機械学習技術も広く活用されてきた。他方、
2020年前後より、機械学習に物理的知見を取り込んだ
Scientific Machine Learning（SciML）が理工学分野で注
目を集めている。SciMLは、データ駆動モデルと物理
モデルの融合により、従来の地震研究では困難であっ
た様々なパラメータ推定や現象予測に寄与するのでは
ないかと期待されている。本稿では、地震研究におけ
るSciMLの研究動向の現状と今後の展望について、筆
者の研究成果も交えながら紹介する。

2. SciMLとは
2.1 概念

従来型の機械学習は、データ駆動型の手法に分類さ
れる。地震研究におけるこれまでの機械学習の応用
例もそれに則り、地震波形データの読みとりやイベ
ント検出といったパターン認識、もしくは各種経験的
予測式の再構築のような回帰問題など、データ駆動型
手法の形をとってきた。一方、SciMLは、従来の機
械学習に物理法則や数理モデルといった科学技術計
算の要素を統合することで、より予測性能の高い科学
的モデリングを試みる枠組みといえる。地震研究に
おいてSciMLに期待される大きな役割の一つは、物
理ベースの予測研究の土台となってきた計算地震学
（Computational seismology）の分野に革新をもたらす
ことであると筆者は考える。具体的には、地震に関わ
る物理現象の予測のための数値シミュレーションと、
それらの数値予測と組み合わせた震源や構造などのパ
ラメータの逆解析手法を高度化することである。本稿
では、代表的な予測対象として、走時、地震動、地殻
変動、断層すべり発展、津波を考え、3章においてこ
の5つの分類に基づき研究動向を紹介することとする。
2.2　具体的な手法

SciMLに含まれる手法群は広範であるが、本稿では
地震研究への応用が盛んであるPhysics-informed neural 
network (PINN) 1)と作用素学習(Operator learning) 2) 3)など
に絞って紹介する。

PINNは流体力学分野で2010年代後半に登場し、その

手軽さと柔軟性から、現在多くの理工学分野で流行し
ている。PINNでは、偏微分方程式の解u(x,t)を、ニュー
ラルネットワーク（NN）の関数uθ (x,t)により近似する
ことを考える。θはNNの重みパラメータである。偏微
分方程式に含まれるuの微分項は、NNの学習に一般に
用いられる自動微分を適用することで、メッシュやグ
リッドを導入せずに容易に計算できる。微分が計算で
きれば、適切にとったxとtのサンプルについて偏微分
方程式や初期・境界条件の式の残差を評価できる。そ
れを損失関数に組み込んで学習させれば、NNの出力
関数はxとtのサンプリング領域に対して偏微分方程式
の解をよく近似するものとなる。これにより、ラベル
付き教師データなしで、偏微分方程式の解をNNに学
習させることが可能となる。NNの入力（引数）に座標
値や時間だけでなく、興味のある他のパラメータも一
緒に取ることで、パラメータごとの求解を代替するい
わゆる「サロゲートモデル」を構築することも可能で
ある（図1）。また、NNの学習時に、データと計算値の
ミスフィットも損失関数に加えた上で、興味のあるパ
ラメータも一緒に最適化することで、順問題と逆問題
を一つのスキームで解くこともできる。

PINNにおいて一般に用いられる全結合NNなどは、
低次元変数から低次元変数への関数f(y)を学習するの
に用いられる。例えば、位置座標を入力に取ること
はできても、速度構造などをとることは難しい。一
方の作用素学習は、そのような入力を可能とし、関数
から関数へのマッピングをモデリングするために提
案された。例えば、既知の震源に対して、ある座標(x)

での速度構造(u(x))に対応する変位場の座標(y)におけ
る値G(u)(y)を考えたときに、速度構造を様々に取っ
たときの変位場を近似できる深層学習モデルGθ(u)(y)

地震研究におけるSciML―現状と今後の展望―

縣　亮一郎
●海洋研究開発機構海域地震火山部門 研究員

図1　PINNによる偏微分方程式解の学習のイメージ図。
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を構築するものである（図2）。作用素学習は、PINNの
対立概念ではなく、全結合NNなど狭義の「ニューラ
ルネットワーク」と対応するものであることに注意し
てほしい。作用素学習の手法でよく知られるものと
し て、Fourier neural operator (FNO) 2)とDeepONet3)が あ
る。FNOは、関数から関数のマッピングとして最も単
純なグリーン関数的畳み込みを出発点としている。こ
の線形の畳み込みと非線形活性化関数を組み合わせて
層として重ねていくと、十分な表現能力のある非線形
マッピングG(u)(y)が構成できる。畳み込みのカーネル
関数を学習により得ることで、Gθ(u)(y)を得る。名前は、
畳み込みを高速化のためにFourier空間で行うことに由
来する。uは実際には複数とることが可能である。な
お、FNOにおいてはxとyに同じ座標をとる必要がある。
DeepONetの詳細は割愛するが、両者のアーキテクチャ
はかなり異なる特徴を持っているものの、表現力が十
分なGθ (u)(y)を構築する目的は変わらない。なお、これ
らの作用素学習は数値シミュレーション結果をデータ
とした教師あり学習により行われることが主であり、
PINNと同様のPhysics-informedな学習の例はまだ限ら
れている。

3. 研究動向
3.1 走時（地震波面伝播）

地震波の震源から観測点までの到達時間である走時
は、地震波動の波面伝播を把握することで得られる。
観測走時を用いた震源決定や、走時トモグラフィによ
る地震波速度の推定に用いられる。基礎方程式である
アイコナル方程式は、解が位置座標の関数としての
走時のみのスカラー量となり、かつ満たすべき境界条
件等がほとんどないことから、PINNとの相性がよい。
そのため、SciMLの地震研究への応用が最も早く進ん
でいる項目である。

まず、速度構造が既知の場合のPINNによる走時学
習について紹介する。既往の数値計算手法になぞらえ
た場合、ある固定した震源に対する走時の解を学習す
ることが考えられるが、このアプローチでは震源の場

所が変わった場合に学習のし直しが必要となる。それ
では、震源位置の探索を行う震源決定への応用には
都合が悪い。そこで、PINNによる走時解の学習にお
いては、震源位置も様々な場所にサンプルして学習し、
推論時には対象領域内の任意の震源に対する走時を得
られるサロゲートモデリングが、当初から試みられて
きた4) 5)。学習済みのPINNを使えば、従来の数値計算
とは異なり、様々に異なる震源位置に対する走時計算
を瞬時に終えることができる。これは震源決定解析に
対して極めて有効であり、不確実性定量化のためのベ
イズ推定を含めた震源決定への適用が、南カリフォル
ニア6)や南海トラフ域7)などで展開されている。

次に、走時観測データから未知の速度構造を推定す
るトモグラフィについても、走時計算とほぼ同時期か
らPINNの適用が検討されてきている。走時の解だけ
でなく速度構造もNNで表現し、基礎方程式の残差と
データ・計算値のミスフィットの双方により構成され
る損失を定義し最適化することで、走時と速度構造を
同時に求める、従来のトモグラフィとは全く異なるア
プローチが注目された8)。その後、中国内陸部におけ
る2次元表面波トモグラフィ 9)などに展開されている。
さらに、PINNに基づく走時トモグラフィはベイズ推
定にも拡張10)などされ、南海トラフ域の海域地震探査
データへの適用11)も進められている。

走時の学習を対象とした応用研究は、作用素学習で
も行われている。様々な震源と速度構造に対する走時
の数値シミュレーション結果を教師データとして使
用したDeepONet12)や、教師データを用いないPhysics-
informedなFNO13)の学習により、未知の速度構造と震
源に対する走時の高速推論が可能な深層学習モデルの
構築が試みられている。しかし、アイコナル方程式と
PINNの相性があまりに良いためか、作用素学習×走時
の研究例はまだ思ったより増えていないというのが筆
者の印象である。
3.2 地震波動伝播

震源で励起された地震波の固体地球での伝播を解
く計算は、地震研究で最も基盤的な技術の一つであ
る。3次元弾性波動方程式の解を表現する最も単純な
NNを考えても、入力は3次元座標位置に加えて時間も
含める必要があり、出力は変位を考えると3次元とな
る。また、様々な初期・境界条件を含めた何項にもわ
たる損失関数を考慮する必要があり、震源の扱いも単
純ではない。つまりアイコナル方程式と比べてかなり
複雑である。これにより、PINNについては走時計算
と比べて導入の程度にかなり差があるのが現状で、順
計算手法への適用性が検討されている段階である。例

図2　作用素学習の対象となる入力関数、作用素、出力関数
の模式図。線の色で入力と出力の組み合わせを区別す
る。
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えば、非常に滑らかに速度構造が変わる単純な2次元
問題において、PINNと有限要素解析のスナップショッ
トにおけるよい一致を得たとの報告がなされている14)。
弾性波動ではなく、スカラー値である圧力が未知数と
なる波動（音波）方程式であれば、出力が1次元で済む
ため、その他条件も単純となるため、比較的解きやす
くなると考えられる。このような数値計算手法は、P

波に着目した地震探査データの逆解析などに有用であ
る。波動（音波）方程式に基づく次元速度構造の全波
形トモグラフィ数値実験では、ある程度単純な分布を
持つ真の速度構造モデルに近い結果が得られることが
示されている15)。

一方、地震波動伝播の数値シミュレーションデータ
に基づく作用素学習は、境界・初期条件等の複雑さが
学習の問題とはならないためか、近年かなりの進展が
みられる。速度構造・震源位置の異なる多数の数値シ
ミュレーション結果を教師データとした学習により、
様々な速度構造・震源位置に対する3次元弾性波動場
を（周波数領域で）瞬時に推論するFNOの一種が構築
されている16)。対象領域はまだ非常に小さいが、学習
に使っていない速度構造に対し、数値シミュレーショ
ンとよく一致する波動場を瞬時に出力できることが報
告されている。同論文では、波動場の高速推論を活か
した弾性波速度構造の推定も例示されており、今後の
大規模化や汎化性能のさらなる向上が期待される。
3.3 地殻変動

地殻変動の観測とモデリングは、地震断層でのひず
みの蓄積や断層すべり量を把握するために重要となる。
一方、弾性半無限均質媒質中の食い違い断層に対する
理論解を用いた扱いやすい地殻変動モデリング手法が
広く浸透しているためか、SciMLの研究例は走時や地
震波動伝播と比べると少ない。しかし、特に海溝型の
巨大な地震断層に関して、より複雑な条件・構成則で
の地殻変動モデリングの重要性は以前から指摘されて
おり、これらのモデリング方法の発展においてSciML

の担える役割は大きいと期待される。現在のところ、
PINNによる2次元不均質媒質における面外・面内断層
に対する地殻変動の順モデリング・サロゲートモデル
化・断層すべり逆解析への適用性が確認されており17) 

18)など、3次元問題における実データ解析への適用が待
たれる状況となっている。
3.4 津波

津波のモデリングについても、地殻変動と同様に、
適用例はまだ比較的限られている。津波の数値シミュ
レーションについては、入力パラメータとなる海底地
形が地下構造などと比べるとよくわかっていることが

多く、使いやすい数値シミュレーションプログラムも
公開されており、比較的実行しやすい条件が整ってい
ることがその理由かもしれない。しかし、最近になっ
てPINNに基づく津波データ同化手法（本稿では予測を
念頭に置いた逆解析を指す）の日本近海での地震に対
する適用事例19)が出てきているなど、今後の発展が見
込まれる。
3.5 断層すべり発展

地震断層におけるすべりの時間発展のモデリング
は、主に動/静弾性媒質中の断層面に摩擦則を導入
することで行われる。地震研究でよく用いられる速
度・状態依存摩擦則に代表される非線形摩擦を導入し
た場合、系の時間発展はいわゆる「硬い方程式（stiff 
equation）」で記述され、本稿で挙げた5つの項目の中で
深層学習モデルを用いた解の学習が最も困難だと思わ
れる。反面、NNの高い適応性をすべり発展の時間ス
ケールの変化に対してうまく機能させることができれ
ば、SciML手法が従来の境界要素法といった数値計算
手法の優れた代替となる可能性もある。単純な1・2次
元問題20) 21)と西南日本を意識したより現実に近い問題
設定22)において、余効すべりやスロースリップに相当
する安定すべりあるいは不安定性の弱いすべりの計算
と摩擦パラメータ推定が、PINNを用いて行われてい
る。これらから、断層すべり時間発展のデータ同化に
対するPINNのポテンシャルが示されつつある。地震
に相当する不安定すべりをどの程度取り扱えるように
なるかが、今後の動向として注目される。

4. 現状のまとめと今後の展望
3章で挙げた既往研究を、SciMLを導入する動機の

観点から整理する。PINNについては、「既存の数値計
算手法の代替」としての取り組みの例はあまり見られ
ない。実装が容易で計算グリッド・メッシュを切る必
要がないという利点はあるものの、現状では計算速度
と精度の面で従来手法の完全な代替とはなりづらいの
だと思われる。一方で、様々な条件での繰り返し順計
算が必要な逆解析やベイズ推定を高速に実現するサロ
ゲートモデルとしての役割、並びに逆問題の解自体を
深層学習により柔軟に解くというための枠組みについ
ては、すでに既往手法との比較の枠を超えた有用性が
明らかとなってきている。そして、作用素学習は前者
のサロゲートモデルの役割を、速度構造のような複雑
な入力に対応することでさらに柔軟に果たしていくこ
とが期待される。

次に今後の展望であるが、PINNについては手法の
大枠は固まってきており、高速化や高精度化による実
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用性の向上のため、NNのデザインや最適化アルゴリ
ズムなどの研究が日進月歩で進められているところ
である。それらの成果の先に、地震波動伝播や断層す
べり発展など、現在はPINNで扱いきれていない問題
の解決が見えてくるであろう。作用素学習に関しては、
FNO やDeepONetに限らず、そのコンセプトを実現する
アーキテクチャの検討がまだまだ模索されている段階
である。Physics-informedな作用素学習も未開拓だとい
え、今後もその展開から目が離せない領域となってい
る。

地震研究の特徴は、他の理工学と比べても、解きた
い問題が最終的には何らかのパラメータをデータから
推定する逆問題に帰着する場合が多いことである。そ
の意味で、逆問題において力を発揮するSciMLは、今
後の地震研究にますます大きな影響を与えていくので
はないだろうか。

5. おわりに
本稿では、地震研究におけるSciMLの研究動向を、

5つの研究対象への分類に基づいて概観した。SciML

は新しい分野である上に広範な対象を含みうる概念で
あるため、本稿ではあくまでも筆者の観点で整理した
内容が示されていることを強調しておく。また、紙面
の都合上、本稿では研究動向を概観することに注力し
た。各手法の詳細については、地震研究の文脈での優
れた和文レビューが存在する23)ため、そちらも参照さ
れたい。

なお、参考文献リストを見た読者はお気づきだと思
うが、SciMLの地震研究への応用において、国内の研
究者が大いに奮闘していることを付けくわえたい。筆
者らは、このような地震を中心とした固体地球科学分
野における国内のSciML研究を、コミュニティ形成に
よりさらに加速するため、共同研究の枠組みを立ち上
げた（筆者略歴参照）。このような活動に興味のある
研究者は、筆者までコンタクトしてほしい。
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1. はじめに
近年、スマートフォンの普及により一人ひとりが情

報端末を持つ時代になっている。情報端末上で機能
するアプリケーションとしては、いわゆるスマホアプ
リと呼ばれるネイティブアプリケーションだけでな
く、チャットアプリ上で動作するチャットボット形式、
ブラウザ上で動作する Web アプリケーション形式が
存在する。これらはそれぞれ細かい機能や制約の違い
はあるが、基本的な特徴は共通しており本稿ではま
とめてパーソナルデバイスアプリケーション (Personal 
Device Application, PDA) と呼ぶこととする。

PDA は以下の特徴をもつ。
• 一人ひとりが持ち運ぶことができ、屋外などでも

使用できる
• 情報を PUSH 型、PULL 型両方で取得できる
• 提供する情報を一人ひとりにカスタマイズできる
• 個々の端末から情報を取得し、災害対策本部等で

集約できる
本稿では、PDA を災害時にどのように活用できるか、

また防災訓練にどのように活用できるかについて紹介
する。

2. PDA の特徴
PDA の特徴としては、多様な用途および災害種別

で活用できることがある。情報の流れから見た用途と
しては、住民からの情報収集という上り方向、住民へ
の情報提供という下り方向の双方の情報のやりとりが
可能である。また扱われる情報の種別も特に制限はな
い。PDA の利用で想定される災害には、大雨などの
気象由来の災害もあれば、地震などの突発的な災害も
ある。多様な用途に活用できることに加えて、端末は
平時でも使用されているため、災害時のために新たな
端末を用意する必要がないことも大きな特徴である。
これらの特徴から特に住民向けにおいて個人端末を防
災に活用する PDA の考え方は今後も広まっていくと
考えられる。また、アプリケーションレベルで情報収
集と情報提供が統合されている場合には、双方の機能
を連携させることで、より効果的な情報収集と情報提
供が可能となることも利点である。

PDA の例として、防災チャットボット SOCDA があ

げられる。SOCDA は内閣府の戦略的イノベーション
創造プログラム (SIP) 第 2 期「国家レジリエンス（防災・
減災）の強化」の一環として開発された防災チャット
ボットである。SOCDA は LINE 上で動作するチャッ
トボットとして開発され、防災に関連する様々な用途
でチャットボットが活用できることを示した1)。本稿
では SOCDA の研究および実証実験で実施した内容を
中心に、チャットボットに限らない PDA の活用につい
ても紹介する。
2.1 情報収集機能

災害時において、情報収集は重要な役割を果たす。
災害対策本部は、個々の情報を集めて、全体の状況を
把握する必要がある。また、情報収集は災害対策本部
だけでなく、個々人の避難行動の意思決定においても
重要である。

PDA は一人ひとりが持ち運ぶことができるため、
災害現場からの情報収集の役割を果たすことができる。
一般市民だけでなく、災害対応機関の現地職員も持ち
運ぶことができるため、従来の現場からの状況報告の
役割を果たすことができる。

従来の電話による情報収集は、災害対策本部で電
話を取る人間がボトルネックになることが多かった。
PDA は、情報を受け取る側を自動化することが可能
であり、非同期に大量の報告を受けることができる。
また、報告された内容は即座に電子的に記録されるた
め、情報の集約が容易であり、情報の集約にかかる時
間を短縮することができる。

パーソナルデバイスアプリケーションの防災訓練への活用

萩行　正嗣
●株式会社ウェザーニューズ

図1　チャットインターフェースによる画像、位置情報の入
力例
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PDA は文章だけでなく、写真や動画、位置情報な
ども送ることができる (図 1)。近年では、AI を活用す
ることで文章や写真、動画から、災害の種別や被害の
程度を自動的に判定することができる。位置情報と組
み合わせて、被害の程度を地図上に可視化することが
できる (図 2)。

情報の分類は、従来は報告する側が選択して送信す
る方式のものが多かった。現場で選択する方式は、情
報の分類が容易であるが、分類が固定的になることが
欠点である。例えば、災害対策本部で情報分類を設定
する場合、災害対策本部側で選択肢をあらかじめ決め
ておく必要がある。この時、選択肢の数が少ないと、
必要な情報を選択できないことがある。災害時には想
定外の事象が発生することが多く、あらかじめ決めた
選択肢では適した分類が存在しないことも多い。一方
で、分類の種類を増やすと UI が複雑になり、選択肢
が多くなると適切な分類を選択するのが難しくなるこ
とがある。

AI によって自動的に分類する方法は、情報の分類
を省力化できること以外にも複数の利点がある。一つ
目は、事前に想定されていない災害種別への分類が可
能であることである。これにより、事前に想定してい
なかったが対応の優先度が高い情報に気付くことが可
能になる。

二つ目は、情報の受け手や状況ごとに情報の分類を
動的に変えることができることである。通常の分類で
あれば、事前定義された災害の種別や被害の程度など
で分類することが多い。AI による分類であれば、情
報の受け手や状況に応じて、分類を変えることができ
る。例えば、車で災害現場に向かう場合、車での移動
が可能または支障があるかの視点で情報を分類するこ
とができる。分類の粒度も変えることができるため、
情報の受け手に応じて、必要な粒度で情報を分類する
ことができる。例えば、食料配布の情報を知りたい被
災者の場合でも、乳幼児がいる家庭の場合は離乳食や

ミルクの情報を提供でき、アレルギーを持つ人にはア
レルギー対応食の情報を提供することができる。

また、PDA では双方向で情報のやり取りができる
ため、現場からの一方通行ではない情報の報告が可能
である。現場からの一方的に提供された情報では、災
害対策本部が必要な情報が十分に含まれていないこと
も多い。例えば、「倒木がある」という情報だけでは、
倒木の大きさや倒木の位置、倒木の影響範囲などの情
報が不足している。また、電線に接触している場合に
は、専用の機材等が必要になるため、これらの情報も
必要になる。どのような情報が必要になるかは、一般
住民からは判断できないが、災害対策本部との双方向
のやりとりを通じることで、詳細な情報を送ってもら
うことで集めることができる。

双方向のやりとりの一つ目としては、PUSH 通知の
活用がある。災害現場からの自発的な情報の報告だけ
でなく、災害対策本部側から情報の提供を PUSH 通知
で各端末に依頼することができる。その際には、災害
対策本部で必要としている情報を積極的に報告して欲
しい旨を通知に含めることができる。また、PDA に
登録された情報から場所やユーザー属性を指定して依
頼通知を出すことができる。例えば、停電の報告が
あった場合に、その周辺の人に停電の状況を報告して
欲しい旨の通知を出すことができる。このように、災
害対策本部側から情報の依頼を行うことで、必要な情
報を効率的に収集することができる。

二つ目は対話的な情報収集のやりとりがある。災害
対策本部でテンプレート的に質問項目を設定すること
で、災害対策本部で関心が高い情報を中心に情報を収
集することができる。今後は、生成 AI の発展により、
より自然な対話形式で情報を収集することが可能にな
ると考えられる。また、報告者に対してより詳細を確
認すべき項目も、既に集まった情報から AI が自動的
に判断することが可能になると考えられる。

近年では X(旧 Twitter) のようなオープンな SNS に
おける情報収集は、ユーザー間で行われているやりと
りの中から、災害に関連する情報を収集することが広
く行なわれている2)。SNS における情報収集は、ユー
ザー間で行われているやりとりの中から、災害に関連
する情報を収集する。これらの情報はあくまで他の
ユーザーに向けて発信されたものであり、災害対策本
部等に向けられたものではない。PDA の場合は、災
害対策本部等に向けての情報提供となるため、双方向
のやりとりが可能となる。また、公的機関が運営する
側面が強くなることもデマやいたずらへの抑止力とし
て働くことが期待できる。

図2　収集された情報を自動分類し可視化した例



Bulletin of JAEE No.55 June 2025 33

2.2 避難行動支援機能
PDA では、住民の避難行動の意思決定を支援する

ことができる。PDA による避難行動支援では、避難
に関連する情報 (避難指示や避難所情報など) を個別
のニーズに合わて提供することで、適切な意思決定を
支援することができる。また、意思決定を支援するだ
けでなく、その結果をトラッキングできることも PDA 

の大きな特徴である (図 3)。

避難行動のトラッキングは主に 3 つの方法がある。
一つは、自発的に避難行動を報告してもらう方法であ
る。二つ目は、意思決定のためにユーザーが PDA で
操作した情報から推測する方法である。三つ目は、位
置情報等の端末データから避難行動を推測する方法で
ある。

一つ目の例としては、避難所に到着した際に、避難
所に到着したことを報告してもらう方法であり、避難
所チェックインなどとも呼ばれる。この際に住民自身
の情報なども合わせて報告してもらうことで、避難所
の運営側は、避難所の運営に必要な情報を把握するこ
とができる。また、避難所に避難した人には、PUSH 

通知などで避難所の利用者向けの情報を送信すること
ができるため、住民にとっても、避難所への到着を報
告する意義をもたせることができる。

二つ目の例としては、ユーザーに避難所リストを送
信し、ユーザーが避難所の詳細や地図等を表示した避
難所の情報を利用する方法がある。ユーザーがこれら
の情報にアクセスすることにより、当該の避難所に避
難を検討している、または避難を開始していると推測
することができる。

三つ目の例としては GPS の情報などを活用して、
現在位置や避難行動を推測する方法である。この手法
はユーザーの詳細な行動情報が取得可能になるが、位
置情報の取得許可が必要など、利用が限定的になる。
特に LINE などのメッセージングツールでは、チャッ

トボット開発者はリアルタイムの位置情報を取得でき
ないことが多い。

住民の避難状況把握は、従来であれば避難所に到着
した人の数を把握することが多かった。PDA を通じ
たトラッキングを行うことで、避難所の外部の状況も
把握することが可能となり、従来とは異なる避難所運
営、被災者支援が可能となる。

1 つ目の例は、避難所の混雑の将来予測である。避
難所に到着する前から、どの避難所に向かう予定なの
かが推察できるため、避難所の混雑を予測すること
ができる。近年では避難所の過密が問題となっており、
特にコロナ禍では、避難所の人数制限により、避難所
に入れない人が避難所をたらい回しとなった問題が
あった。混雑を予測することで、先回りして新規の避
難所を開設することができる。また、混雑した避難所
に避難を検討している人に対して PDA を通して新規
の避難所を案内することができる。

2 つ目の例は、在宅避難状況の把握である。避難所
の情報を提供した人のうち、意図して在宅避難を選択
した人の数を把握することができる。また、GPS ト
ラッキングで、避難所に向かっていないことが分かっ
た人に対して、在宅避難を選択したのか、事情があり
避難できない状態なのかを確認することができる。

3. 防災訓練
3.1 情報収集機能

情報収集機能を防災訓練に活用した事例を紹介する。
一つ目は状況付与に合わせた情報投稿の実施である。

状況付与とは、防災訓練において、実際の災害を想定
して、被災の状況を付与することである。情報投稿の
訓練では、状況付与に合わせて一人ひとりが被害を想
像し、その被災状況を報告する訓練となる。このよう
な訓練を行うことで、自身で被災状況を想像すること
ができ、実際の災害時に自分がどのような行動をとる
べきかを考えることができる。また、PUSH 通知を活
用することで、状況付与を一人ひとりに合わせて変え
たり、時系列で状況を変化させたりすることができる。
PDA を利用することで、全てリモートでも実施する
ことができるため、コロナ禍の影響で防災訓練が実施
できない場合でも、自宅で防災訓練を実施することが
できた3)。

二つ目は一つ目と似ているが、過去の災害を擬似的
に体験することである。過去の災害のアーカイブを活
用し、状況付与的に活用することで、過去の災害を擬
似的に体験することができる。神戸市で実施した実証
実験では、“阪神・淡路大震災「1.17 の記録」” 4) という

図3　ユーザー入力を活用した避難状況トラッキングの例
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アーカイブサイトを利用した。参加者はアーカイブサ
イトから自身の居場所の近くの当時の被災状況を調べ、
アーカイブに掲載されている情報をもとに、当時の状
況を想像して報告するという訓練を実施した。このよ
うな訓練を行うことで、被災者は当時の状況を想像す
ることができ、実際の災害時に自分がどのような行動
をとるべきかを考えることができる。また、災害対策
本部側でも、過去の災害の状況を再現することができ、
多く送られてくる情報をどのように分類するかの検討
をすることができた5)。

三つ目は、防災上の危険箇所を報告する訓練である。
想定される避難経路等を防災訓練時に巡回し、発災時
に危険となる箇所を報告する訓練である。この訓練に
より、避難時に注意すべき点が住民間で共有される他、
危険箇所の補修等の検討も可能になった。
3.2 避難行動支援機能

避難行動を防災訓練に活用した事例を紹介する。
神奈川県で実施した図上演習では、避難所混雑予測

が自治体の広域避難の意思決定に有効であることを示
した。この図上演習では、藤沢市の避難所が混雑する
ことが予測され、隣接の鎌倉市に越境避難の受け入れ
を要請した。自治体間の連携には、調整が必要となる
ため早期の意思決定が必要となり、予測を活用するこ
とが有効であることが示せた。

東京都江東区豊洲で行った防災訓練では、安否状況
の把握などと合わせて、在宅避難状況の把握を実施し
た3)。この訓練では、上述の情報収集訓練と合わせて
実施することで、住民目線で総合的な防災訓練が実施
できた。LINE のオープンチャットを併用することで、
リモートでありながらもスムーズ進行ができ、汎用な
個人端末を活用するという一面が防災訓練に有効に作
用することが分かった。

大阪府伊丹市での実証実験では、情報収集機能と併
用し避難所開設訓練と合わせて避難訓練をおこなった。
この実証実験では、地震を想定し、PUSH 通知を活用
することでリアルタイムの状況付与を実施した。職員
が避難所の開設状況を報告し、その状況をリアルタイ
ムで避難支援機能の避難所リストに反映し、実災害の
流れに沿って避難支援機能が運用できることを確認し
た。また、避難所の一つである市役所では実際に住民
の受け入れを行っており、避難した住民にはローリン
グストックの非常食を提供する試みが行われた。

千葉県の日本大学船橋キャンパスで実施された避
難訓練では、専用に開発された災害用パーソナル・ア
ラートというシステムを利用し、避難行動の支援を
行った6)。この避難訓練では、端末の GPS 情報から避

難者がどのようなルートで避難したかなどのログの収
集も行っている。このログを分析することで、経路上
で避難者が集中する箇所が特定でき、避難経路の改善
を検討することができた。

4. 終わりに
本稿では、個人一人ひとりの端末を防災に活用す

る PDA の事例を紹介した。PDA が様々な用途で防災
に有効であることは既に示された一方で、アプリケー
ションとしての各機能の充実は今後の課題である。

SOCDA の研究開発時に比べ、生成 AI の急速な発
展のため、アプリケーションのインターフェースデザ
インは大きく変わることが予想される。一方で、PDA 

という概念の有用性自体は十分に実証されており、生
成 AI を活用しこの有用性をより活かすアプリケー
ションの開発が期待される。
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学会ニュース

1. はじめに
日本地震工学会・事業企画委員会では、令和5年度

に横浜市立横浜サイエンスフロンティア高等学校（以
下、YSFH）で「地震を解き明かすワークショップ」を
開催し、本誌において報告した1)。YSFHは、横浜市鶴
見区にある横浜市立の全日制理数科高校であり、2009

年に高校が開校し、2017年には附属中学校が開校して
いる。これまでに、文部科学省よりスーパーサイエン
スハイスクールやスーパーグローバルハイスクールな
どに、横浜市教育委員会からは、進学指導重点校に指
定されるなど、理数科目に重点を置いた教育が実施さ
れている。

一昨年度に続き令和6年度は、YSFHの１年生の生徒
を対象に、出前講義「地震のサイエンス」を開催した。
本稿では、本講義の概要を報告する。

2. 講義の概要
表1に本講義の概要を示す。
本出前講義は、YSFHの講義であるサイエンスリテ

ラシー I（SLI）で、実施したものである。SLI2)は、大
学教員による講義やグループワークを中心に、基礎実
習を通じて研究の基礎となる知識や技能を身に着ける
講義である。

表1に示すように参加対象は、高校1年生の全生徒
（240名）であり、全6クラスを3回に分けて講義を実
施した。1回の講義は、1時間40分である。

3. 講義内容
本出前講義は、前半の講義（約45分）と後半の実習

（約45分）の2部で構成される。以下に、それぞれの内
容を記述する。
3.1　講義

写真1に講義の様子を示す。
前掲の表1に示す通り、本講義は3回に分けて実施さ

れ，それぞれ王委員、井上委員、上田副委員長が担当
した。写真1(a)∼(c)は、各講師による講義の様子であ
る。これらの講義は、3つの教室（40名1室と20名2室）
を利用して行われ、写真1(d)に示すように、各机にパ
ソコンが用意されており、1つの教室で行った講義の
スライドが、各教室のパソコンに配信される形式で、
生徒たちは受講した。

講義内容は，主に1) 地震の種類と断層のタイプ、2) 

地震動の特徴、3) 建築振動学の基礎で構成されており、
高校生にとってはやや難解な部分も含まれていたが、 

簡単なクイズも実施しており、生徒たちは興味を持ち
ながら熱心に耳を傾けていた。

出前講義「地震のサイエンス」の開催報告

髙瀬　裕也
●事業企画委員会 委員長

表1　本講義の概要

タイトル SLI　地震のサイエンス

日　　時
①令和7年1月17日10:45~12:25
②令和7年1月20日10:45~12:25
③令和7年1月20日14:10~15:50

場　　所 横浜サイエンスフロンティア高校
参加人数
(YSFH) 高校１年生　80名×3回

事業企画委員会
の対応委員

委 員 長　髙瀬 裕也（室蘭工業大学）
副委員長　上田 恭平（京都大学）
委　　員　井上 和真（群馬高専）

王　　欣 （足利大学）
加藤 一紀（大林組）
近藤 伸也（宇都宮大学）
大村 浩之（防災科研）
森脇 美沙（鉄道総研）
山本 健史（戸田建設）

群馬高専：群馬工業高等専門学校、防災科研：防災科学技
術研究所、鉄道総研：鉄道総合技術研究所
対応委員の役職・所属機関については開催当時のものである。 写真1　講義の様子

(a) 王委員

(c) 上田副委員長

(b) 井上委員

(d) 教室の全景
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3.2　実習
写真2に実習の様子を示す。
実習では、自由振動する建物模型に、小型加速度

センサーを取り付け、データロガーで加速度を計測し、
得られた加速度波形を、プログラムを用いて周期と減
衰を分析することを経験した。写真2(a)と(b)に示して
ある振動実験装置を2セット用意し、2つの教室（20名
の2教室では、生徒を入れ替え実施）でそれぞれ実施
した。1教室で40名の生徒がいるため、10名×4グルー
プに分け、各グループで制限時間の中で複数回の振動
実験を実施した。

写真2(a)に示すように、初めに委員が振動実験をデ
モンストレーションしながら、データロガーを用いた
計測方法について説明した。その後、各グループ内で
さらに2~3名ずつの小チームを編成し、初期変位を与
える役、計測を行う役、振幅を読み取る役など、それ
ぞれに役割を分担して振動実験を進めた。実験中には、
初期変位の大きさを変えたり、中間層に逆位相の変位
を与えると言った工夫を加えるなど、生徒たち自身が
多用なパターンを主体的に考案しながら、加速度波形
の計測に取り組んでいた。

加速度波形を計測後、生徒たちは各自の机に戻り、
写真2(c)および(d)に示すように、解析プログラムを編
集して周期と減衰を分析した。この解析には、Python

で記述されたプログラムを使用しており、事前にサン
プルデータとともに宿題として生徒に配布していたも
のである。

普段の授業や日常生活の中では、加速度センサーや
データロガーに触れる機会はなく、加速度波形がモニ
ターに映し出された際には、生徒たちから歓声が上
がる場面も見られた。また、プログラムを用いた加速
度波形の分析も、多くの学生にとって初めての経験で
あったと思われるが、高校で学ぶ数学や物理の知識が、
このような実践を通して実感する機会になったのでは
ないかと考えている。

4. おわりに
近年、日本国内にとどまらず、世界各地においても

大規模な地震が頻発しており、甚大な人的・物的被害
が発生している。したがって、防災・減災に関する知
識と技術が大切である。このような状況を背景に、当
該分野における高度な専門性と実践的能力を備えた技
術者および研究者の育成は、極めて重要な課題である。

 	  

本出前講義は、地震工学の基礎的な知識と、社会的
意義を若い世代に広く伝えることを目的として実施し
たものであり、少しでも多くの生徒が地震工学に関心
を持つきっかけとなり、将来的にこの分野に進むこと
を志してくれるなら、本活動の意義は非常に大きいと
言えよう。日本地震工学会・事業企画委員会では、今
後も、このような啓発的取り組みを継続し、次世代の
地震工学分野を担う人材の裾野を広げることに努めた
いと考えている。

謝辞
この度、貴重な機会を与えていただきました横浜サ

イエンスフロンティア高校の教員の皆さまに、心から
感謝申し上げます。また、講義や演習を実施頂いた、
本委員会の皆さまに、厚くお礼を申し上げます。
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写真2　実習の様子

(a) 振動実験の説明

(c) 加速度波形の処理

(b) 振動実験

(d) プログラムの編集
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1. Introduction
The Japan Association for Earthquake Engineering (JAEE) 

and Earthquake Engineering Society of Korea (EESK) 
signed an MOU at BPEX Convention Center, Busan, Korea 
on March 19, 2025. In this manuscript, the activities of the 
EESK and the MOU ceremony were briefly described. This 
manuscript also includes thoughts and opinions on future 
collaboration between EESK and JAEE.   

2. Activities of the EESK
The Earthquake Engineering Society of Korea (EESK) 

was established on November 28, 1996, to promote academic 
advancement in the field of earthquake engineering, 
earthquake disaster prevention measures, and technological 
advancement to create a safe society against earthquakes. 
As of January 2025, the number of members of the society 
exceeded 2,000, making it a mid-sized society in Korea. 
EESK is a representative academic society in the field of 
earthquake engineering in Korea, affiliated with the Korean 
Ministry of Land, Infrastructure and Transport.

Since the establishment of the society, the presidency 
has changed a total of 15 times, and the author (Professor 
Sang Whan HAN of Hanyang University) of this manuscript 
served as the 14th president. Currently, Professor Dong-Ho 
Ha is leading the society as the 15th president. The term of 
president and the board of directors is two years. 

The EESK has members from various fields such as 
architectural engineering, civil engineering, geotechnical 
engineering, earthquakes, and geophysics. To activate 
research activities, we hold conferences twice a year and 
operate six specialized committees (Earthquake Ground 
Motion Committee, Earthquake Design Committee 
for Ground Structures, Vibration Analysis and Control 
Committee, Earthquake Design Committee for Civil 
Engineering, Earthquake Design Committee for Buildings, 
Seismic Performance Evaluation Committee) to actively 
discuss current issues in the field of earthquake engineering. 

Due to active committee activities, the EESK plays a key 
role in developing and revising Korean national seismic 
design standards. The main projects of the Earthquake 

Engineering Society of Korea can be summarized into six 
categories as shown in Fig. 1.

3. Seismicity in Korea and seismic retrofit projects
Korea is not located in a high-seismic region like Japan, 

but it is classified as a low-to-moderate seismic area where 
earthquakes of magnitude 3 or higher occur more than 10 
times a year. There have been many small and medium-sized 
earthquakes throughout the Korean Peninsula as shown in 
Fig. 2. 

MOU ceremony and future collaboration between EESK and JAEE

Sang Whan HAN
●Professor (14th president of EESK), Hanyang University, Seoul, Korea

Fig. 1 EESK activities

Fig. 2 Distribution of epicenters (Korea Meteorological 
Administration, https://www.weather.go.kr/w/eqk-
vol/archive/stat/trend.do)
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In particular, the Gyeongju earthquake with a magnitude of 
5.8 on September 12, 2016, and the Pohang earthquake with 
a magnitude of 5.4 on November 15, 2017, caused severe 
damage to many buildings and facilities. 

The Korean government has implemented large-scale 
projects to conduct seismic retrofit for public buildings 
and facilities. The goal of the projects is to complete 
retrofit all public structures by 2035. The government 
invests approximately 500 billion KRW annually. Thanks 
to this government budget investment, the EESK also has 
participated in many government projects, which makes 
the institution grow internally and externally and strongly 
contribute to society. 

When an earthquake occurs in a neighboring country, 
an earthquake reconnaissance team is dispatched from the 
EESK to obtain damage and preparedness information. In 
2024, reconnaissance teams were dispatched to the Noto 
Earthquake and Hualien Earthquake damage areas.

4. MOU between the EESK and JAEE
The EESK and JAEE had a MOU ceremony on March 19, 

2025, at BPEX Convention Center, Busan, Korea, which is 
the venue for the 2025 EESK Spring Conference (Fig. 3).

The event was attended by the EESK executive board 
members and the President Tsuyoshi Takada and Professor 
Keita Abe from the JAEE. At the MOU event, both presidents 
introduced their institutions and shared ways to collaborate. 
In addition, as part of the collaboration, President Takada 
gave a keynote lecture on the topic of “FUTURE AGENDA 
FOR SECURING URBAN PERFORMANCE AGAINST 
EARTHQUAKES” at the conference on March 20th. It was a 
valuable lecture that allowed us to think about future agenda 
in the field of earthquake engineering.

We hope that this MOU ceremony will not be a one-time 
event but will lead to continuous collaboration between the 
two institutions. As stated in the MOU memorandum, we 
hope to collaborate on the following items:

(1) Exchange information regarding the engineering 
profession in general. 

(2) Publishing articles, papers, and information under 
preferred terms and in accordance with an agreement specific 
to each case, provided that appropriate measures are taken to 
identify authors, protect their rights, and, if required, obtain 
prior permission of authors.

(3) Promote exchange of publication so that both 
organizations may establish and maintain publications 

depositories of technical publications.
(4) Hosting various joint events.
(5) Promote exchange of students, lecturers, and guests.
(6) Exchange information regarding scientific and 

technical events that are of mutual interest.
(7) Exchange technical periodicals and other according to 

an agreed-upon special publications exchange list.
(8) Provide mutual professional advice, especially in all 

areas of international technical and scientific matters to the 
extent provided by each organization to its own members.

In addition, we hope that EESK and JAEE will actively 
collaborate on developing joint projects, conducting joint 
research, discovering and sharing future earthquake-resistant 
engineering issues, and hosting international academic 
conferences.

5. Concluding remarks
I am pleased to sign the MOU with the JAEE. As Korea 

and Japan are neighbors, I believe that information related 
to earthquake engineering from both countries is important 
to each other. I hope that this MOU will not only be a 
starting point for information exchange but also for active 
collaboration in various earthquake engineering fields.

6. Biography of the author
Prof. Sang Whan Han received his Ph.D. from the 

University of Illinois Urbana-Champaign and has been a 
professor at Hanyang University since 1997. He served as 
the 14th President of the Earthquake Engineering Society 
of Korea. His research focuses on performance evaluation 
of structures under extreme loads such as earthquakes and 
development of seismic design methods.

Fig. 3 MOU ceremony (left: Emiritus Prof. Tsuyoshi 
Takada (President of JAEE (at the time)), right: Prof. 
Sang Whan HAN (14th president of EESK)
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1. はじめに
本委員会は、2004年スマトラ沖地震で発生した津波

を契機に、津波被害・災害に対する軽減策を検討する
委員会として2005年に立ち上がった。以下に示すよう
に、第1期から第6期にわたり、2025年まで20年ほど続
いていることになる。
▶　第1期：津波災害の軽減方策に関する研究委員会

(2005.8-2008.5、委員長:松冨英夫)

▶　第2期：津波災害の実務的な軽減方策に関する研
究委員会(2008.6-2011.5、委員長:松冨英夫)

▶　第3期：津波対策とその指針に関する研究委員会
(2011.6-2014.5、委員長:松冨英夫)

▶　第4期：各種構造物の津波荷重の体系化に関する
研究委員会(2015.6-2019.5、委員長:有川太郎)

▶　第5期：津波荷重の評価技術と体系化の心得に関
する研究委員会(2019.6-2022.5、委員長:有川太郎)

▶　第6期：津波荷重評価の体系化の心得を取り纏め
る研究委員会(2022.6-2025.9，委員長:有川太郎）

第6期では、取りまとめることを目指す。

2. 活動内容
第6期の活動内容は以下である。

・2022年度：17 WCEE (17th World Conference on Earthqu
ake Engineering, 2021年10月2日, http://www.17wcee.jp/)に
おいて，津波遡上および作用の評価に関するブライン
ドコンテストを開催して、その成果をホームページ上
に公開した。
(https://sites.google.com/view/wcee2019)

・2023年度：定例委員会を5月、8月、1月に開催した。
8月では、大阪産業大学の水谷夏樹教授に、津波先端、
特に壁面との接触時の水理現象について講義をいただ
いた。また、離島における津波防災は難しいものがあ
り、毎年離島における津波痕跡に対する巡検を行って
いるが、2023年度は、2024年1月19日から21日に八丈
島へ行った。
・2024年度：2024年3月14日から16日に奄美大島へ行っ
た。奄美大島では、Imamura et al.(2022)1)が示すとおり、
トンガにおける火山性津波により、1mを超える津波
を観測している。奄美大島では、避難率は高かったも
のの、渋滞や要援護者の避難に課題があることもわ
かっており、その実態を大和村の役場でヒアリングを
実施するとともに、津波検潮所などを視察した。そし
て、2025年7月9日に、後述する第6期のとりまとめた
報告会を行う予定である。

津波荷重評価の体系化の心得を取り纏める研究委員会 活動報告

有川　太郎
●中央大学 教授

研究委員会報告

表1　研究会メンバ（2025年4月現在）

氏名 所属

有川　太郎(委員長) 中央大学

木原　直人(幹事) 電力中央研究所

浅井　竜也 東京大学

池谷　毅 東京海洋大学

井上　修作 竹中工務店技術研究所

大家　隆行 パシフィックコンサルタンツ

奥田　泰雄 摂南大学

奥野　峻也 構造計画研究所

鴫原　良典(副委員長) 防衛大学

庄司　学 筑波大学

舘野　公一 鹿島建設

中埜　良昭 東京大学

長谷部　雅伸(副委員長) 清水建設

松冨　英夫 秋田大学

松川 和人 東京大学

渡部　真史 南洋工科大学

図1　奄美大島の名瀬港にて
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3. 体系化の心得の取りまとめ
取りまとめていくにあたり、

（１）津波波力の基礎・歴史・定義WG

　　鴫原（主査）、奥田（副査）、中埜、庄司、渡部
（２）津波波力に関するシステマティックレビュ WG

　　大家（主査）、木原（副査）、有川、長谷部、浅井
（３）津波波力WG

　奥野（主査）、池谷（副査）、松冨、舘野、井上
の3つのWGに分かれて、焦点を絞って議論を行うこ
ととなった。以下では、津波波力の定義について、紹
介するが、詳しくは、成果報告会にて行う予定である。

構造物に作用する津波波力と漂流物の荷重は津波荷
重と定義され、津波が陸上に遡上し、構造物に到達し
たときから津波のみが構造物に及ぼす流体力を津波波
力と定義されている2)。津波による防波堤・護岸に作
用する波圧は水谷・今村（2002）3)によって、整理され
ている。津波先端部の砕波もしくはソリトン分裂変形
することにより生じる波圧を段波波圧、入射波の連続
的な到達により著しい水位上昇が発生する際に生じ、
津波の平均的な高さに対応する波圧を重複波圧（持続
波圧もしくは遡上波圧）、斜面から戻ってくる波（反
射波）と入射波後部が衝突することによって生じる波
圧を重複衝突波圧と定義されている。これらの波圧の
最大値がそれぞれ、衝撃段波波圧、最大重複波圧、衝
撃重複衝突波圧である4)。

4. 活動報告会
4.1 目的

津波荷重に関する知見を体系的に整理し、今後の評
価手法の標準化や指針改訂に向けた議論を深めること
を目的とする。特に、津波波力の定義・基礎から最新
の評価技術、システマティックレビュに至るまで幅広
く取り上げ、分野横断的な知見の共有と今後の課題抽
出を目指す。
4.2 報告会の構成

（1）基調講演
中埜委員、松冨委員による津波荷重評価に関する歴

史的な経緯や基本的な考え方の整理を行う。
（2）委員会活動報告

- 津波波力の定義、基礎、歴史についての整理
- 津波荷重評価における現状と課題の提示
- 波力評価研究に関するシステマティックレビュ

（3）パネルディスカッション
- 外部委員による日本建築学会および土木学会にお

ける指針改訂・技術資料策定の最新動向の紹介
- 各分野の専門家による、津波荷重の体系化に向け

た課題と展望の議論
4.3 期待される成果

本報告会では、津波荷重に関する定義、基礎、評価
手法について、これまでの知見を体系的に整理すると
ともに、各分野における研究成果や指針策定の最新動
向を共有することが期待される。これにより、建築・
土木の分野を横断した津波荷重評価の共通認識が形成
され、今後の標準化や指針改訂に向けた基礎資料とな
ることを目指す。また、システマティックレビュの結
果を踏まえた上で、研究上の課題や今後取り組むべき
技術的論点が明確化され、津波荷重評価における学術
的・実務的発展の方向性が示される予定である。

さらに、パネルディスカッションを通じて、実務者
と研究者の間で課題意識の共有が進み、津波荷重体系
化に向けた実効的な議論の端緒となると考える。
4.4 日時・場所・形式

日時は2025年7月9日、場所は東京都内（未定）、形式
は、オンラインと対面のハイブリッドとなる。

5. まとめにかえて
コロナ禍後の第6期は、オンライン活動も併用しなが

ら、徐々に対面の活動も増えたことは、成果のとりま
とめにも効果的であった。このとりまとめが、今後の
津波荷重の考え方の発展に寄与することを期待する。

参考文献
1) Imamura, F., Suppasri, A., Arikawa, T. et al.: Preliminary 

Observations and Impact in Japan of the Tsunami Caused 
by the Tonga Volcanic Eruption on January 15, 2022,  Pure 
and Applied Geophysics, Vol.179, pp.1549–1560, 2022.
https://doi.org/10.1007/s00024-022-03058-0

2)	日本建築学会：建築物荷重指針・同解説　第10章　
津波荷重，2015.

3) 水谷将, 今村文彦：津波段波の衝撃性および越流を
考慮した設計外力算定フローの提案, 海岸工学論文
集, Vol.49, pp.731-735，2002.

4) 有川太郎, 池辺将光, 山田文則, 下迫健一郎, 今村文
彦：護岸・陸上構造物に対する津波力の大規模実験，
海岸工学論文集，Vol.52，pp.746-750，2005.
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1. はじめに
我が国で地震による被災家屋からの捜索救助活動を

主として担うことになっているのは消防・警察・自衛
隊である。しかしながら、実際の地震災害では地域住
民によって多数の捜索救助活動が行われていることが
確認されている。2024年に発生した令和6年能登半島
地震でも、地震によって道路が寸断され、専門の救助
部隊が被災地域で活動できるようになるまでには、地
域住民による救助活動が行われていた。

このように、実際の現場では、地域住民による救助
活動が行われることになる一方で、実効性の高い地域
住民向けの捜索救助に関する訓練は殆ど行われていな
かった。このような状況を踏まえ、本研究委員会は、
消防・警察等の専門部隊向けの救助訓練プログラムに
加え、地域住民向けの救助訓練プログラムについても
検討、開発を行うことを目的として2021年6月に設置
された（https://www.jaee.gr.jp/jp/research/research18/）。

2. 委員会活動
本研究委員会では、設置以来、救助訓練プログラム

開発に係る研究についての意見交換と実装について、
概ね1 ヶ月に1回の定例研究会を開催している。これ
まで32回の研究委員会を開催し、年1回の公開セミ
ナーおよび現地視察を開催し、救助訓練プログラム開
発について議論を重ねてきた。また、震災対策技術展
の日本地震工学会ブースにおける活動報告ポスター展
示も実施している。

令和6年能登半島地震では、道路の寸断に加え、夕
方の発災で救助部隊が特に激甚な被害を受けた奥能登
地域で救助活動を行うまでに時間がかかったこと、報
道などでも住民による救助活動事例が多数報告されて
いたことなどから、本研究委員会でも、特に住民によ
る救助活動の実態把握とモデル化に関する調査研究が
進められた。この間、兵庫県下消防長会救助技術研究
会作業部会でも地域住民による救助活動技術について
検討が行われており、当時の担当であった明石市消防
局の吉岡利征氏と中村昇一氏にも連携メンバーとして
研究委員会に参加いただいた。

2024年12月5日には、岐阜で開催された日本地震工
学会・年次大会の公開セッションを開催し、これまで

の研究成果と救助訓練の事例報告および住民向け救助
訓練のあり方についてパネルディスカッションを行っ
た（図1）。これまでの研究成果として、片寄氏から除
雪時間を考慮した住民による救助時間モデルを用いた
救助活動シミュレーションの試みに関する報告（図2）
と、四井氏から令和6年能登半島地震における地域住
民や消防団による捜索救助活動の実態把握に向けた新
聞記事調査についての報告（図3）が行われた。活動報
告としては、加古氏から熊本県菊陽町で行われた消防
団を対象とした倒壊家屋からの救助訓練の事例が報告
された（図4）。パネルディスカッションでは、連携メ
ンバーである吉岡氏と中村氏を加えて地域住民による
救助訓練プログラムの今後の展開についてディスカッ
ションが行われた（図5）。

地震による倒壊家屋からの救助訓練プログラムに関する
研究委員会活動終了報告
小山　真紀
●岐阜大学環境社会共生体研究センター 准教授

図1　公開セッションプログラム

図2　研究報告1
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なお、本公開セッションの模様はYouTubeで公開し
ており（https://youtu.be/CgGiGHz0yvI）、興味ある方は
参照いただきたい。

3. 活動成果
本研究委員会に関連して、これまで以下の研究発表

が行われており、現在、成果を取りまとめた書籍の出
版の準備中である。出版予定の書籍では、地震による
建物被害の特徴から、消防・警察などの救助訓練プロ
グラム、住民向けのプログラムに関する現状と課題と
今後について整理したものになる予定である。本委員

会への支援をいただいた日本地震工学会および関係者
の皆様に厚くお礼申し上げます。

本委員会関係の発表論文を以下に掲載します。
•	 吉岡利征・山根寛隆・中村昇一・印南千尋・宮里直也・

加古嘉信：兵庫県下消防における震災時の自助・共
助・公助に関する指針整備の試み ～倒壊木造建物へ
の対応力向上を目指して～、第16回日本地震工学シ
ンポジウム、G414-01、2023.

•	 中村昇一・吉岡利征・山根寛隆・印南千尋・宮里直也・
加古嘉信：地震による倒壊建物内の要救助者の挟圧
解除に関する研究 －要救助者の下部を破壊する手
法の有効性に関する検討－、第16回日本地震工学シ
ンポジウム、G414-02、2023.

•	 阪本太吾・加古嘉信・中島康・小山真紀・井上潤一・
久野将宗・横堀將司：地震で倒壊した建物によって
身体が受傷する障害と災害対応訓練における医療と
多方面の理解・協働の必要性、第16回日本地震工学
シンポジウム、G414-03、2023.

•	 四井早紀・片寄圭一郎・村上ひとみ・中嶋唯貴・小山
真紀：1995年兵庫県南部地震と2016年熊本地震を対
象とした救助専門部隊と地域住民との救助活動の比
較分析、第16回日本地震工学シンポジウム、G414-
06、2023.

•	 片寄圭一郎・小山真紀・四井早紀・村上ひとみ・中嶋
唯貴：阪神・淡路大震災の調査に基づく住民による
救助時間モデルの構築、第16回日本地震工学シンポ
ジウム、G414-07、2023.

•	 伊藤映美・片岡克己・沼田宗純：市民向け救助・救
護トレーニングプログラムの開発と効果測定の基礎
的検討、第16回日本地震工学シンポジウム、G414-
08、2023.

•	 片寄圭一郎・小山真紀：一般住民を対象とした地震
被災家屋からの救出訓練の実施に関する調査、第16

回日本地震工学シンポジウム、G414-09、2023.
•	 印南千尋・宮里直也・岡田章・廣石秀造・鴛海昂・加

古嘉信・吉岡利征：一般住民を対象とした地震被災
家屋からの救出訓練の実施に関する調査、第16回日
本地震工学シンポジウム、G414-10、2023.

•	 片寄圭一郎・小山真紀・四井早紀・村上ひとみ・中嶋
唯貴：除雪時間を考慮した住民による救助時間モデ
ルを用いた救助活動シミュレーションモデルの構築、
日本地震工学会・年次大会2024、2024.

•	 四井早紀・小山真紀・加古嘉信・阪本太吾：令和6年
能登半島地震における地域住民や消防団による捜索
救助活動の実態把握に向けた新聞記事調査、日本地
震工学会・年次大会2024、2024.

図3　研究報告2

図4　活動報告

図5　パネルディスカッション



Bulletin of JAEE No.55 June 2025 43

学会の動き

本会主催・共催による行事
2024年4月1日～ 2025年3月31日

日　程 行事名
2024年5月16日 地震工学分野における DX に関する講習会・研究会 主催
2024年9月3日㈫～ 6日㈮ 第67回理論応用力学講演会 共催
2024年11月20日 E-ディフェンス「大規模空間建物のダメージ評価に関する実験 見学会」 主催
2024年11月25日 日本地震学会「強震動予測－その基礎と応用」第23回講習会 共催
2024年12月4日～ 5日 日本地震工学会・大会-2024 主催
2025年1月17日、20日 横浜市立横浜サイエンスフロンティア高等学校　SLI「地震のサイエンス　２週目」 主催
2025年1月24日 講演会「阪神・淡路大震災から30年 -地震工学の再定義と今後のアジェンダ- 」 主催
2025年2月7日 第15回震災予防講演会「直下地震と地震防災の再考-阪神・淡路大震災から30年を踏まえて-」 主催

後援・協賛による行事
2024年4月1日～

2024年5月26日 ～ 5月31日 日本地球惑星科学連合2024年大会 協賛
2024年6月26日～ 6月28日 安全工学シンポジウム2024 協賛
2024年8月5日～ 8日 第17回「運動と振動の制御」国際会議(MoViC2024)＆第20回アジア太平洋振動会議(APVC2024) 協賛
2024年6月28日 講習会「建物と地盤の動的相互作用の現象と解析」 後援
2024年8月17日～ 9月8日 第12回首都防災ウィーク 後援

2024年8月24日 日本原子力学会シンポジウム 第8回：東京電力福島第一原子力発電所の廃炉「1F廃炉で発生
する除染・解体物の取り扱いを考える」 協賛

2024年9月10日、11日、17日、18日 計算力学の基礎～有限要素解析の論理的把握がもたらす製品信頼性向上～ 後援
2024年9月10日～ 11日 第44回地震工学研究発表会 後援
2024年10月24日 液状化解析の専門技術講習会 後援
2024年11月20日～ 21日 先進建設・防災・減災技術フェアin熊本2024 後援
2024年11月28日・29日 第12回中部ライフガードTEC2024 ～防災・減災・危機管理展～ 協賛
2025年1月15日 地震防災フォーラム2024 協賛
2025年1月17日 液状化に関する各種基準・指針の現状の講習会 後援
2025年2月6日-7日 「震災対策技術展」横浜 後援

行　事
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会員・役員の状況
（１）会員数（2025 年 5 月 25 日現在）

名誉会員 42
正会員 942

学生会員 52
法人会員 103

新入会者（2024 年 6 月 17 日～ 2025 年 5 月 21 日までに承認の方）
正会員：

岩坪　　要 熊本高等専門学校
青木　雅嗣 大成建設株式会社
鴫原　良典 防衛大学校
大和　征良 国立高等専門学校機構
宮永隼太郎 大成建設株式会社
小松　真吾 島根大学
畑中　祐紀 大阪大学
東城　峻樹 株式会社竹中工務店
明橋　弘樹 株式会社竹中工務店
堀中　敏弘 国際航業株式会社
高橋　祐貴 東京理科大学
道上　雅史 川崎重工業株式会社
鴨下　直登 株式会社竹中工務店
小島　貴之 日本工営株式会社
村上ひとみ 山口大学
本田　　栞 株式会社竹中工務店
時実　良典 応用地質株式会社
吉田　邦一 福井大学
崎山　夏彦 東京理科大学
田中　　駿 中央開発株式会社関東支店
諸井　優太 東京ガスネットワーク株式会社
坂本　昭夫 一般財団法人産業施設防災技術調査会
貴堂　峻至 清水建設株式会社
中溝　大機 早稲田大学
八木　尊慈 株式会社構造計画研究所
岡田　由佳 株式会社ミサワホーム総合研究所
脇田　健裕 早稲田大学
黒澤　未來 東京科学大学
倉田　悠暉 株式会社構造計画研究所
松尾　勇二 株式会社ミエルカ防災
菅原　法城 港湾空港技術研究所
KÖKSAL OLGUN Kavak
仲村　崇仁 安藤ハザマ
染井　一寛 株式会社大崎総合研究所
齋藤　渓太 大成建設株式会社
伊東　　亮 東芝エネルギーシステムズ株式会社
高宮　直人 北電総合設計株式会社

学生会員：
陸　　薈洋 東京理科大学
高橋　辰弥 東北工業大学
韓　　兆煦 東京理科大学
修　　庾迪 東京理科大学
吉野　将生 九州大学
柏原　優大 東京電機大学
笠原　誠矢 東京電機大学
五十嵐優奈 明治大学
藤田　康介 東京科学大学
古賀　優志 東京理科大学
森宗　孝明 明治大学
Munoz Andre 東京大学
大畑　洋太 東京大学生産技術研究所
千葉　荘輝 慶應義塾大学大学院
Inocente Italo 千葉大学
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（２）名誉会員（2025 年 5 月 25 日現在）五十音順

青山　博之	 飯場　正紀	 家村　浩和	 石原　研而	 和泉　正哲	 井上　範夫	 入倉孝次郎

大町　達夫	 岡田　恒男	 小谷　俊介	 片山　恒雄	 壁谷澤寿海	 川島　一彦	 河村　壮一

北川　良和	 北村　春幸	 工藤　一嘉	 國生　剛治	 後藤　洋三	 小長井一男	 坂本　　功

笹谷　　努	 柴田　明徳	 鈴木　浩平	 鈴木　祥之	 高田　至郎	 武村　雅之	 東畑　郁生

當麻　純一	 土岐　憲三	 伯野　元彦	 濱田　政則	 原　　文雄	 平田　和太	 翠川　三郎

源栄　正人	 安田　　進	 山崎　文雄	 吉田　　望	 吉見　吉昭	 芳村　　学	 若松加寿江

和田　　章	 渡辺　孝英

（３）法人会員（2025 年 5 月 25 日現在）ご入会順

【特級】

大 成 建 設 株 式 会 社

清 水 建 設 株 式 会 社

鹿 島 建 設 株 式 会 社

【A級】

一 般 社 団 法 人 日 本 建 築 学 会

株 式 会 社  熊 谷 組

株 式 会 社 フ ジ タ

株 式 会 社  大 林 組

株 式 会 社 竹 中 工 務 店

戸 田 建 設  株 式 会 社

電 源 開 発  株 式 会 社

東 日 本 高 速 道 路 株 式 会 社

エグジビション　テクノロジーズ株式会社

公 益 財 団 法 人　 鉄 道 総 合 技 術 研 究 所

大 日 本 ダ イ ヤ コ ン サ ル タ ン ト 株 式 会 社

【B級】

一 般 財 団 法 人 日 本 建 築 防 災 協 会

東 京 鉄 鋼  株 式 会 社

国立研究開発法人　防災科学技術研究所

東 亜 建 設 工 業 株 式 会 社

株 式 会 社 ニ ュ ー ジ ェ ッ ク

飛 島 建 設  株 式 会 社

東 京 電 力 ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社

株 式 会 社 建 設 技 術 研 究 所 大 阪 本 社

国 土 交 通 省 国 土 技 術 政 策 総 合 研 究 所

中 央 復 建 コ ン サ ル タ ン ツ 株 式 会 社

東 電 設 計  株 式 会 社

株 式 会 社  長 大

危 険 物 保 安 技 術 協 会

株 式 会 社 東 京 建 築 研 究 所

損 害 保 険 料 率 算 出 機 構

九 州 電 力  株 式 会 社

東 日 本 旅 客 鉄 道 株 式 会 社

白 山 工 業  株 式 会 社

中 国 電 力  株 式 会 社

東 京 ガ ス ネ ッ ト ワ ー ク 株 式 会 社

株 式 会 社 Ｉ Ｈ Ｉ

株 式 会 社 エ イ ト 日 本 技 術 開 発

日 本 工 営 株 式 会 社

株 式 会 社 長 谷 工 コ ー ポ レ ー シ ョ ン

大 阪 ガ ス ネ ッ ト ワ ー ク 株 式 会 社

株 式 会 社 勝 島 製 作 所

【C級】

五 洋 建 設  株 式 会 社

一般社団法人 静岡県建築士事務所協会

一般財団法人 日本建築設備・昇降機センター

東 洋 建 設  株 式 会 社

一般社団法人 日本建築構造技術者協会

東 急 建 設  株 式 会 社

一般社団法人　構造調査コンサルティング協会

中 部 電 力  株 式 会 社

日 本 原 子 力 発 電 株 式 会 社

一 般 財 団 法 人 国 土 技 術 研 究 セ ン タ ー

東 邦 ガ ス ネ ッ ト ワ ー ク 株 式 会 社

一 般 財 団 法 人 電 力 中 央 研 究 所

一 般 財 団 法 人  G R I 財 団

基 礎 地 盤 コ ン サ ル タ ン ツ 株 式 会 社

株式会社 システムアンドデータリサーチ

一 般 財 団 法 人 日 本 建 築 総 合 試 験 所

株 式 会 社  福 田 組

株 式 会 社 安 井 建 築 設 計 事 務 所

伊藤忠テクノソリューションズ 株式会社

株 式 会 社  日 建 設 計

株 式 会 社 篠 塚 研 究 所

国 立 研 究 開 発 法 人 海 上・港 湾・航 空 技 術 研 究 所 　 港 湾 空 港 技 術 研 究 所

株 式 会 社 阪 神 コ ン サ ル タ ン ツ

一 般 社 団 法 人 日 本 ガ ス 協 会

一 般 社 団 法 人 日 本 免 震 構 造 協 会

北 陸 電 力  株 式 会 社

株 式 会 社 大 崎 総 合 研 究 所

東 北 電 力  株 式 会 社

株 式 会 社 構 造 計 画 研 究 所

北 海 道 電 力 株 式 会 社

公 益 社 団 法 人 日 本 水 道 協 会

株 式 会 社 三 菱 地 所 設 計

株 式 会 社 Ｎ Ｔ Ｔ フ ァ シ リ テ ィ ー ズ

株 式 会 社  安 藤 ・ 間

日 本 原 燃  株 式 会 社

株 式 会 社 ア ー ク 情 報 シ ス テ ム

サ ン シ ス テ ム サ プ ラ イ 株 式 会 社

株 式 会 社 日 本 構 造 橋 梁 研 究 所

株 式 会 社 ク ボ タ ケ ミ ッ ク ス

株 式 会 社 東 京 測 振

大 阪 ガ ス 株 式 会 社

株 式 会 社 ブ リ ヂ ス ト ン

西 日 本 旅 客 鉄 道 株 式 会 社

株 式 会 社 小 堀 鐸 二 研 究 所

オ イ レ ス 工 業 株 式 会 社

株式会社　オリエンタルコンサルタンツ

西 部 ガ ス 株 式 会 社

京 葉 ガ ス 株 式 会 社

三 谷 セ キ サ ン 株 式 会 社

み ら い 建 設 工 業 株 式 会 社

配水用ポリエチレンパイプシステム協会

株 式 会 社 不 動 テ ト ラ

S W C C 株 式 会 社

株 式 会 社　 ミ エ ル カ 防 災

株 式 会 社　 四 国 総 合 研 究 所

株 式 会 社 　 淺 沼 組

西 日 本 技 術 開 発 株 式 会 社

株 式 会 社　 オ ル テ ッ ク

株 式 会 社 　 フ ソ ウ

株 式 会 社 　 塚 本

一般財団法人　漁港漁場漁村総合研究所

一 般 財 団 法 人　 徳 和 次 世 代 研 究 所

株 式 会 社 防 災 ロ グ
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（４）2025 年度　役員一覧

会長 ※山中　浩明 東京科学大学

副会長 大堀　道広 滋賀県立大学

副会長 ※高井　伸雄 北海道大学　　

副会長 ※片岡正次郎 土木研究所

理事（総務） 本多　　剛 竹中工務店

理事（総務・会員） ※引田　智樹 鹿島建設

理事（会計/会員） 渡邉　和明 大成建設

理事（会計） ※西田　明美 日本原子力研究開発機構

理事（情報/広報） 隈本　邦彦 江戸川大学

理事（情報/IC） 上田　　遼 ソフトバンク

理事（情報/会誌） ※浅井　竜也 東京大学生産技術研究所

理事（学術・調査研究/国際） ※石川　敬祐 東京電機大学

理事（学術・調査研究/論文） ※鍬田　泰子 神戸大学

理事（事業/大会） 丸山　喜久 千葉大学

理事（事業/大会） ※岩田　直泰 鉄道総合技術研究所

理事（事業/企画・調査研究） 上田　恭平 京都大学

理事（事業/企画） ※王　　　欣 足利大学

理事（地震災害対応） 吉見　雅行 産業技術総合研究所　

理事（17JEES運営） ※後藤　浩之 京都大学

監事 ※小檜山雅之 慶應義塾大学

監事 ※古屋　　治 東京電機大学

無印：就任　令和6年5月21日

※：就任　令和7年5月21日

（５）2025 年度　委員会　及び　研究委員会

将来構想委員会 委員長 大堀　道広 副会長・滋賀県立大学

地震災害対応委員会 委員長 吉見　雅行　 理事・産業技術総合研究所

　地震被害調査関連学会連絡会 委員長 吉見　雅行　 理事・産業技術総合研究所

情報コミュニケーション委員会 委員長 上田　　遼 理事・ソフトバンク

会誌編集委員会 委員長 浅井　竜也 理事・東京大学生産技術研究所

国際委員会 委員長 石川　敬祐 理事・東京電機大学

　ＩＡＥＥ事務局支援委員会 委員長 石川　敬祐 理事・東京電機大学

大会実行委員会 委員長 丸山　喜久 理事・千葉大学
17JEES 運営委員会 委員長 庄司　　学 理事・筑波大学

研究統括委員会 委員長 片岡正次郎 副会長・土木研究所

　・津波荷重評価の体系化の心得を取り纏める研究委員会 委員長 有川　太郎 中央大学

　・地形を考慮した地震動特性に関する研究 委員長 津野　靖士 東京科学大学

論文集編集委員会 委員長 鍬田　泰子 理事・神戸大学

特集号「第 16 回日本地震工学シンポジウム」 委員長 永野　正行 東京理科大学
OS9：特集号「災害対応訓練のあり方に関する検討」 委員長 小山　真紀 岐阜大学

事業企画委員会 委員長 上田　恭平 理事・京都大学

功績賞選考委員会 委員長 山中　浩明 会長・東京科学大学

功労賞選考委員会 委員長 山中　浩明 会長・東京科学大学

論文賞選考委員会 委員長 片岡正次郎 副会長・土木研究所

論文奨励賞選考委員会 委員長 鍬田　泰子 理事・神戸大学

優秀発表賞選考委員会 委員長 丸山　喜久 理事・千葉大学

名誉会員選考委員会 委員長 山中　浩明 会長・東京科学大学

選挙管理委員会 委員長 渡邉　和明 理事・大成建設

役員候補者推薦委員会 委員長 皆川　佳祐 埼玉工業大学
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刊行図書 2025.05.14現在

刊行日 題名
在
庫

頒布価格（税込み）
会   員 非会員 学生会員

2006.06.20 性能規定型耐震設計現状と課題（性能規定型耐震設計研究委員会編 / 鹿島出版会） ○ ¥3,520 ¥3,520 ¥3,520

2014.03.01 東日本大震災合同調査報告　共通編１　地震・地震動　（日本地震工学会発行 / 丸善出版発売） ○ ¥6,600 ¥8,800 ¥6,600

2015.01.15 東日本大震災合同調査報告　原子力編　（日本地震工学会発行 / 丸善出版発売） ○ ¥7,700 ¥9,900 ¥7,700

資料集・報告書
2001.05.29 エルサルバドル地震・インド西部地震講演会 △ ¥1,000 ¥1,500 ¥1,000

2003.01.31 第 7 回震災対策技術展「地震調査研究の地震防災への活用」 ○ ¥1,000 ¥1,000 ¥1,000

2003.02.07 第 7 回震災対策技術展
「第 2 回国土セイフティネットシンポジウム - 広域・高密度リアルタイム地震ネット構築へ向けて」 ○ ¥1,000 ¥1,000 ¥1,000

2005.04.04 2004 年 12 月 26 日スマトラ島沖地震報告会梗概集 △ ¥1,000 ¥1,500 ¥1,000

2007.03.01 地震工学系実験施設の現状と課題　平成 18 年度報告書 ○ ¥3,000 ¥4,000 ¥2,000

2007.11.20 実例で示す木造建物の耐震補強と維持管理 ○ ¥2,000 ¥3,000 ¥1,000

2008.04.11 セミナー強震動予測レシピ「新潟県中越沖地震や能登半島地震などに学ぶ」資料 ○ ¥2,000 ¥3,000 ¥1,000

2008.04.22 セミナー地震発生確率 - 理論から実践まで - ○ ¥2,000 ¥3,000 ¥1,000

2008.05.31 津波災害の軽減方策に関する研究委員会報告書（平成 20 年 5 月） △ ¥2,000 ¥3,000 ¥1,000

2009.02.23 セミナー（第 2 回）「実務で使う地盤の地震応答解析」資料 △ ¥2,000 ¥3,000 ¥1,000

2009.04.14 セミナー　－構造物の地震リスクマネジメントー △ ¥2,000 ¥3,000 ¥1,000

2011.10.21 講演会「東日本大震災の津波被害の教訓」 ○ ¥2,000 ¥3,000 ¥1,000

2011.12.14 「原子力発電所の地震安全問題に関する調査委員会」報告書 ○ ¥8,000 ¥10,000 ¥8,000

2012.03.04 One Year after the 2011 Great East Japan Earthquake ○ ¥3,000 ¥3,000 ¥1,500

2012.11.08 Proceedings of the first International Symposium on Earthquake Engineering ○ ¥6,000 ¥10,000 ¥6,000

2013.01.24 東日本大震災と南海トラフの巨大地震 ○ ¥2,000 ¥3,000 ¥1,000

2013.02.15 東北地方太平洋沖地震の地震動と地盤に関する国内ワークショップ ○ ¥2,000 ¥3,000 ¥1,000

2013.10.23 システム性能を考慮した産業施設諸機能の耐震性評価研究委員会報告書 ○ ¥2,000 ¥3,000 ¥1,000

2014.03.20 原子力安全のための耐津波工学に関するシンポジウム △ ¥3,000 ¥4,000 ¥2,000

2014.07.31 津波対策とその指針に関する研究委員会報告書 △ ¥5,000 ¥7,000 ¥3,000

2015.03.31 原子力安全のための耐津波工学－地震・津波防御の総合技術体系を目指して－　　　 ○ ¥10,000 ¥12,000 ¥10,000

2015.05.15 2014 年長野県北部の地震に関する調査団報告 〇 ¥3,000 ¥5,000 ¥1,500

2016.03.31 「首都圏における地震・水害等による複合災害への対応に関する委員会」最終報告書 〇 ¥3,000 ¥5,000 ¥1,500

2016.03.31 津波などの突発大災害からの避難の課題と対策に関する研究委員会報告書 〇 ¥3,000 ¥5,000 ¥1,500

2017.02.03 第 7 回震災予防講演会「熊本地震に学ぶ首都圏の地震防災」 〇 ¥1,000 ¥1,000 ¥1,000

2017.03.07 システム性能を考慮した産業施設諸機能の耐震性評価（Phase2）研究委員会報告書 ○ ¥3,000 ¥4,000 ¥1,000

2017.11.11 「強震動評価の為の表層地盤モデル化手法」講演会 ○ ¥7,000 ¥10,000 ¥3,000

2018.02.09 第 8 回震災予防講演会過去の大震災の復興から学ぶ地震防災 〇 ¥1,000 ¥1,000 ¥1,000

2018.03.19 シンポジウム南海トラフ巨大地震の広域被災に備える減災活動の現状と将来 〇 ¥5,000 ¥7,000 ¥2,000

2018.03.30 地域の災害レジリエンス評価に関する研究最終報告書 ○ ¥3,000 ¥4,000 ¥1,000

2019.02.08 第 9 回震災予防講演会  近年の豪雨災害の教訓と震災予防 〇 ¥1,000 ¥1,000 ¥1,000

2019.02.22 各種構造物の津波荷重の体系化の関する研究委員会 △ ¥2,000 ¥3,000 ¥1,000

2019.03.04 シンポジウム  現代都市の複合システムにおける性能設計と耐震性能評価 〇 ¥5,000 ¥7,000 ¥2,000

2019.06.27 日本地震工学会セミナー「実務で使う地盤の地震応答解析」 〇 ¥8,000 ¥12,000 ¥2,000

2019.09.30 原子力発電所の地震安全の原則～地震安全の基本的な考え方とその実践による継続的安全性向上～ △ ¥5,000 ¥7,000 ¥3,000

2019.10.21 平成 28 年（2016 年）熊本地震とＥＳＧ研究シンポジウム資料 △ ¥6,000 ¥9,000 ¥3,000

2020.02.07 第 10 回震災予防講演会　直下地震と地震防災 〇 ¥1,000 ¥1,000 ¥1,000

2021.03.18 第 11 回震災予防講演会　生誕 150 周年記念　今村明恒と関東大震災ー震災予防講演会 40 回のルーツー 〇 ¥1,000 ¥1,000 ¥1,000

2022.02.04 第 12 回震災予防講演会　首都直下地震と都市防災ー 〇 ¥1,000 ¥1,000 ¥1,000

2022.3.31 ESG 研究会「ESG6 の国際ブラインド予測結果から ESG 研究の将来を考える」 〇 ¥5,000 ¥8,000 ¥1,000

2023.3.17 日本地震工学会・地中構造物に作用する地盤反力に関する研究委員会報告会 ( 琉球大学） 〇 ¥5,000 ¥5,000 ¥5,000

○在庫あり　△在庫僅か 送料は別途実費でいただきます。

出版物在庫状況
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定期刊行物
2010.11.17 第 13 回日本地震工学シンポジウム（ＤＶＤ版） ○ ¥5,000 ¥10,000 ¥3,000

2014.12.06 第 14 回日本地震工学シンポジウム（ＤＶＤ版） ○ ¥5,000 ¥10,000 ¥3,000

2018.12.06 第 15 回日本地震工学シンポジウム（USB 版） ○ ¥5,000 ¥10,000 ¥3,000

2024.01.22 第 16 回日本地震工学シンポジウム（ＤＶＤ版） ○ ¥5,000 ¥10,000 ¥3,000

2005.01.11 日本地震工学会大会 -2004 梗概集 ○ ¥5,000 ¥10,000 ¥2,000

2005.11.21 日本地震工学会大会 -2005 梗概集 ○ ¥5,000 ¥10,000 ¥2,000

2007.11.13 日本地震工学会大会 -2007 梗概集 ○ ¥5,000 ¥10,000 ¥2,000

2008.11.03 日本地震工学会大会 -2008 梗概集 ○ ¥5,000 ¥10,000 ¥2,000

2009.11.12 日本地震工学会大会 -2009 梗概集 ○ ¥5,000 ¥10,000 ¥2,000

2011.11.10 日本地震工学会大会 -2011 梗概集 ○ ¥5,000 ¥10,000 ¥2,000

2012.12.01 日本地震工学会大会 -2012 梗概集 ○ ¥5,000 ¥10,000 ¥2,000

2013.11.12 日本地震工学会大会 -2013 梗概集 ○ ¥5,000 ¥10,000 ¥2,000

2015.11.19 日本地震工学会大会 -2015 梗概集 ○ ¥5,000 ¥10,000 ¥2,000

2017.11.13 日本地震工学会大会 -2017 梗概集 ○ ¥5,000 ¥10,000 ¥2,000

2019.09.19 日本地震工学会大会 -2019 梗概集 ○ ¥5,000 ¥10,000 ¥2,000

2020.12.02 日本地震工学会大会 -2020 梗概集 ○ ¥5,000 ¥10,000 ¥2,000

2021.11.30 日本地震工学会大会 -2021 梗概集 ○ ¥5,000 ¥10,000 ¥2,000

2022.12.15 日本地震工学会大会 -2022 梗概集 ○ ¥5,000 ¥10,000 ¥2,000

2024.12.04 日本地震工学会大会 -2024 梗概集 ○ ¥5,000 ¥10,000 ¥2,000

2024.06.30 日本地震工学会誌Ｎｏ．５２特集：令和６年能登半島地震 ○ ¥2,000 ¥3,000 ¥2,000

2024.10.31 日本地震工学会誌Ｎｏ．５３特集：予防・初動・応急段階から眺めた令和６年能登半島地震 ○ ¥2,000 ¥3,000 ¥2,000

2025.02.28 日本地震工学会誌Ｎｏ．５４特集：関東大震災から１００年を経て考える、これからの地震工学・地震防災 ○ ¥2,000 ¥3,000 ¥2,000

○在庫あり　△在庫僅か 送料は別途実費でいただきます。

強震記録データ 2025.05.14現在

題名 在庫
頒布価格（税込み）

会員
/学生会員 法人会員 非会員

（個人）
非会員

（法人）
東京電力㈱柏崎刈羽原子力発電所における強震データ全地点全記録等＜改訂版＞ ○ ¥6,000 ¥14,000 ¥10,000 ¥22,000

中部電力㈱浜岡原子力発電所における「2009 年8 月11 日駿河湾の地震」の観測記録 ○ ¥3,000 ¥6,000 ¥5,000 ¥10,000

東京電力㈱福島第一原子力発電所および福島第二原子力発電所において観測された平成23年3月11日東
北地方太平洋沖地震の本震記録＜改訂版＞ ○ ¥5,000 ¥10,000 ¥10,000 ¥20,000

東北電力㈱女川原子力発電所における「平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震」の加速度時刻歴波形
データ ○ ¥5,000 ¥10,000 ¥10,000 ¥20,000

東北電力㈱女川原子力発電所における「平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震」の余震等の加速度時
刻歴波形データ<追加> ○ ¥5,000 ¥10,000 ¥10,000 ¥20,000

日本原子力発電(株)東海第二発電所における「平成23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震」の加速度時刻
歴波形データ」(CD-ROM) ○ ¥5,000 ¥10,000 ¥10,000 ¥20,000

「南関東・福島県太平洋沿岸における岩盤の鉛直アレー観測網 
「平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震」の本震・余震等の加速度時刻歴波形データ」 ○ ¥5,000 ¥10,000 ¥10,000 ¥20,000

北陸電力㈱志賀原子力発電所における「令和6年1月1日（2024年）に発生した能登半島地震」の 
観測記録（CD-ROM） 〇 ¥5,000 ¥10,000 ¥10,000 ¥20,000

兵庫県南部地震における強震記録データベース ○ ●大学等公共機関￥40,000●民間機関　￥80,000
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お知らせ

■ 本学会に関する詳細はWeb上で
日本地震工学会とは

　日本地震工学会は、建築、土木、地盤、地震、機械等の個別分野ではなく、地震工学としてまとまった活動を

行うための学会として2001年1月1日に発足しました。その目的は、地震工学の進歩および地震防災事業の発展を

支援し、もって学術文化と技術の進歩と地震災害の防止と軽減に寄与することにあります。

ぜひ、皆様も会員に

　本会では、これまでに耐震工学に関わってきた人々は勿論のこと、行政や公益事業に関わる人々、あるいは地域

計画や心理学などの人文・社会科学に関する研究者、さらには医療関係者など、地震による災害に関わりのある分

野の方々を対象とし、会員（正会員、学生会員、法人会員）を募集しています。本会の会員になることで、各種学

会活動、日本地震工学会「JAEE NEWS」のメール配信、地震工学論文集への投稿・発表・ホームページ上での閲覧、

講習会等の会員割引など、多くの特典があります。ぜひ皆様も会員に、ホームページからお申込みください。

　「学会の動き」欄は、下記のホームページでご覧いただくことにしました。

日本地震工学会の会則、学会組織、役員、行事、委員会活動、出版物の在庫案内など最近の活動状況などの詳し

い情報はホームページをご覧下さい。ホームページには、学会の情報の他に、最新の地震情報、日本地震工学会

論文集など多くの情報が掲載されています。ぜひご活用ください。

　入会方法や入会後の会員情報変更の詳細は本会ホームページ中の「会員・各賞受賞者」の下の「入会案内」、「変更・

退会手続」に記載されています。

　日本地震工学会ホームページ https://www.jaee.gr.jp/jp/

■ 会誌への原稿投稿のお願い
　日本地震工学会会誌では、「地域での地震防災に関する話題」、「地震工学に関連した各種学術会議・国際学会等

への参加報告」、「興味深い実験や技術の紹介」、「当学会や会誌への要望や意見」等に関して、皆様からの原稿を募

集しております。なお、投稿原稿は原則として未発表のものに限ります。また、「速報性を重視する内容（原則と

して年3回の発行であるため）」、「ごく限られた会員のみに関係する内容」、「特定の商品等の宣伝色が濃いもの」は

ご遠慮下さい。

　投稿内容、投稿資格、原稿の書き方・提出方法等の詳細は、本会ホームページ中の「投稿・応募ページ」よりご

確認頂けます。

日本地震工学会ホームページ　投稿・応募ページ	 https://www.jaee.gr.jp/jp/contribution/
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■ 登録メールアドレスご確認のお願い
　当学会では、会員の皆様のお役に立つ会員限定のニュースやセミナー情報をメールにて配信させていただいて

おりますが、メールが届かず戻ってきてしまうケースが散見されます。メールアドレスを変更された方、あるいは、

このところ弊学会から１通もメールが届いていないという会員の方は、以下の方法で会員登録情報をご変更いた

だくか、事務局までご連絡いただきますようお願い申し上げます。

【会員登録情報のご変更方法】

　日本地震工学会のWEBサイト（https://www.jaee.gr.jp/jp/）の「会員ログイン」より、会員番号とパスワード（７桁　

例：0000001）を入力してログインし、「登録情報の変更」を選択して登録情報をご変更ください。尚、会員番号ま

たはパスワードがご不明な方は事務局までお問い合わせください。

■ ご寄附のお願い
　日本地震工学会は、地震工学及び地震防災に関する学術・技術・教育の進歩発展をはかり、地震災害の軽減に貢献すること

を目的に、全ての事業を公益活動として推進しております。

　2013年5月に「公益社団法人」格を取得し本会が「公益社団法人」として認められたことから、皆様方からの学会への御寄附に

対して税制上の優遇措置が認められることとなりました。

　本会が公益活動をさらに強化し、社会貢献活動を行っていくためには、財政強化が不可欠であり多くの方々のご寄附が必要

です。是非とも皆様からのご支援をお願い申し上げます。

　ご寄附をいただける方は、WEB サイト「公益社団法人 日本地震工学会 寄附のお願い」（https://www.jaee.gr.jp/jp/donation/）を

ご参照のうえ、お申込みいただきますようお願いいたします。

　　　　（連絡先）

	 公益社団法人　日本地震工学会事務局

	 TEL：03-5730-2831　E-MAIL：office@general.jaee.gr.jp

■ 問い合わせ先
　不明な点は、氏名・連絡先を明記の上、下記までお問い合わせ下さい。

日本地震工学会　事務局　〒108-0014 東京都港区芝5-26-20 建築会館

　TEL : 03-5730-2831　　FAX : 03-5730-2830　　電子メールアドレス: office@general.jaee.gr.jp



Bulletin of JAEE No.55 June 2025 51

　8月発刊の第14巻 第2号では日本地震工学会各賞、新設された大崎順彦賞の受賞者のコメントを特集するとともに、研究機関

における研究者の方々の座談会を通じて若手の研究と抱負を取り上げる予定です。

　JAEE Newsletter は、日本地震工学会誌を補完し、タイムリーに情報発信する目的で2012年9月に創刊されました。2015年より、

会誌と連携した情報発信を行うため、会誌と交互となる4月、8月、12月に学会のWebサイト上で発行しています。地震工学に

興味を持つ一般の読者も意識したわかりやすい記事を通じて、地震工学と地震防災の一層の普及・発展を目指しています。

　JAEE Newsletterについては以下のサイトで掲載しております。

https://www.jaee.gr.jp/jp/stack/1925-2/

　最新号（第14巻 第1号）では、「特集／防災のメディアと”共育”」と題して防災教育に関わる絵本、小説などの多様なメディア

の取組、その制作過程での制作者の想いと社会における協働を取材し掲載しております。

　オンライン媒体による情報発信で、どなたでも閲覧できますので、ぜひご覧ください。

JAEE Newsletter 第14巻 第2号（通算第42号）が
2025年8月下旬に発刊されます。
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編集後記：

今号では地震工学とデータサイエンスの融合について特集しましたが、改めてデータサイエンス分野の発展
の目覚ましさと、地震動評価からハードとソフト両面の防災・減災対策まで地震工学の幅広い問題へ様々なア
プローチによる応用が可能であることを改めて実感しました。日々新技術が開発される中、常に知識をアップ
デートしつつ、どう実問題に落とし込んでいくかを考えていかなければならないと再認識しました。

北原 優（北海道大学大学院）

地震工学において、過去の地震被害の記録や現在進行形で蓄積されている計測データを活用し、今後の被害
を最小化するためには、地震工学とデータサイエンスの融合が求められています。2021年2月の特集時点と比
較して、AIや機械学習に対する知見が一般にも浸透してきた現状を踏まえ、具体的な実用例を中心に特集記事
を選定しました。本特集が地震工学におけるデータサイエンスのさらなる発展に貢献できることを願っていま
す。

執筆者の皆様には、快く原稿執筆をお引き受けいただき、心より感謝申し上げます。また、執筆者との連絡、
原稿の編集、校正にご協力いただきました会誌編集委員の皆様、関係者の皆様にも感謝いたします。

仁田脇 雅史（清水建設）






